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序     文 

 

イエメン共和国では、初等教育における純就学率が 67％に対し、女子は 47％であり、成人識字率

は全体の 49％に対し女性は 28％にとどまっている。このような状況に対し、同国政府は「2015 年ま

でに 6-14 才までの全児童に対し、質の高い基礎教育を提供する」との目標を掲げ、2002 年に 10 カ

年国家計画の「基礎教育開発戦略」（BEDS）を策定し、基礎教育の拡充（特に男女格差の是正）を

推進している。 

 こうした背景のもと、イエメンから BEDS を支援する技術協力の要請がなされ、JICA は 2005 年 6

月より 3 年半の予定でタイズ州教育局（GEO）をカウンターパート機関とし、タイズ州地域女子教

育向上計画を実施中である。本プロジェクトは、同州 23 郡の中から 3 つの選定基準（① 女子就学率

が低い、② 女子生徒の中退率が高い、③ 女性教員が少ない）に基づき、6 郡を選定した。この 6 つ

の郡内 59 校をパイロット校とし、州・郡の教育行政官（州・郡レベル）の支援のもと、学校や住民

が自分たちのニーズに沿った学校改善計画書を協働で策定し、ブロックグラント（小規模事業資金）

に基づき、実施している。 

今般、プロジェクトの中間評価を行うために、2007 年 8 月に調査団を派遣し、イエメン政府や関

係機関との間で、プロジェクトの進捗の確認と今後の方向性に関する協議を実施した。  

本報告書は、この調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開に、さらには類

似のプロジェクトに活用されることを願うものである。ここに、調査にご協力を頂いた内外関係者の

方々に深い謝意を表すとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。 
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首都：サナア 

イエメン共和国 タイズ州地域女子教育向上計画 実施協議報告書( 2005)より



  

写     真 

 

 

合同議事録の署名式（左：水野団長、中央：Al-Jawfi 教育大臣、右：No’aman 女子教育

セクター次官） 



  

 

略 語 表 

 

略語 正式名 日本語 

BEDP Basic Education Development Project 基礎教育開発プロジェクト 

BEDS Basic Education Development Strategy 基礎教育開発戦略 

BEEP Basic Education Expansion Project 基礎教育拡充プロジェクト 

BEGIN Basic Education for Growth Initiative 
成長のための基礎教育イニシア

ティブ 

BRIDGE 
Broadening Regional Initiative for Developing Girls’ 
Education 

タイズ州地域女子教育向上計画 

C/P Counterpart カウンターパート 

DEO District Education Office 郡教育事務所 

EFA Education for All 万人のための教育 

EMIS Educational Management Information System  教育情報管理システム 

FTI Fast-Track Initiative 
ファスト・トラック・イニシア

ティブ 
GEO Governorate Education Office 州教育局 

GTZ Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit ドイツ技術協力公社 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

M/M Minutes of Meeting 会議議事録 

MOE Ministry of Education 教育省 

OJT On-the-Job Training 職場内研修 

PDM 
 

Project Design Matrix / Program Design Matrix 
 

プロジェクト・デザイン・マト

リックス 

R/D Record of Discussion 合意議事録 

SIP School Improvement Plan 学校改善計画 

TOT Training of trainers トレーナー研修 
UNICEF United Nations Children’s Funds ユニセフ 
WSD Whole School Development 包括的学校開発 

 

 





  

評価調査結果要約表 

１． 案件の概要 
国名： イエメン共和国 案件名: タイズ州地域女子教育向上計画 
分野： 基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：3.7 億円(2007 年度) 

所轄部署： 
人間開発部 第 1 グループ（基礎

教育） 
基礎教育第 1 チーム  

相手国実施機関：イエメン教育省（MOE）  
タイズ州教育局（GEO） 

(R/D)： 2005 年 3 月 23 日 日本側協力機関：JICA 

協力期間 3 年 5 カ月 
（2005.6.22–2008.11.30） 

他の関連協力：教科書印刷所整備計画、小・中学

校建設計画（第 1 期、第 2 期）、第 2 次小・中学

校建設計画(第 1 期) 
１－１ 協力の背景と概要 
イエメン共和国は、世界で も基礎教育アクセスの男女格差が大きい国である（UNDP 人間開発

報告書 2004）。初等教育（1-6 年生）の純就学率は全体 67％に対し女子は 47％であり、成人識字率

は全体 49％に対し女性は 28％にとどまっている。このような状況のもと、同国は｢2015 年までに 6-14
才の全児童に対し質の高い基礎教育を提供する」との目標を掲げ、2002 年に 10 カ年国家計画とし

て基礎教育開発戦略（BEDS）を策定し、基礎教育の拡充（特に男女格差の是正）を推進している。

2002 年より行政の地方分権化を進めているため、BEDS も地方分権とコミュニティ参加を重視して

いる。しかしながら現状としては、地方教育行政官（州・郡）の計画立案能力や学校関係者（校長・

教員等）の学校運営能力、コミュニティの教育への参画のいずれも未だ十分ではなく、国レベルで

策定した BEDS を地方レベルで実施していくうえでは、これら関係者の能力向上が喫緊の課題であ

る。 
 こうした課題に対し、イエメンから BEDS 実施を支援するための技術協力要請がなされ、JICA は

2005 年 6 月より 3 年半の予定でタイズ州教育局（GEO）をカウンターパート機関（C/P）とし、タ

イズ州地域女子教育向上計画（BRIDGE）を実施中である。本プロジェクトは、学校・地域住民主

体の女子教育を促進する地方教育行政モデルを開発することを目的し、地方行政・学校・地域住民

の三者が参画する女子就学推進のパイロット活動（パイロット事業対象 6 郡、59 校）の実施を通じ、

GEO の行政能力向上、教育へのコミュニティ参加の推進、学校運営能力の改善に関する協力を行っ

ている。本モデルの開発プロセスを通じ、三者が地域ニーズに沿った教育計画・実施能力を身につ

け、持続的な教育開発のためにそれぞれが果たすべき役割が明確になることが期待されている。 
 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標             
タイズ州（パイロット 6 郡を含む 23 郡）において女子児童の基礎教育就学率が向上する。 

                    
（２）プロジェクト目標     
タイズ州において女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地方教育行政モデルが開発される。

 
（３）成果（アウトプット）               
ア タイズ州の地方教育行政能力が育成される。 
イ 基礎教育改善事業への地域住民参画が活性化される。 
ウ 学校関係者（校長・教員等）の学校運営能力が育成される。 

 
（４）投入（評価時点・一部確定した予定を含む） 

 
日本側： 

短期専門家派遣 7 名 68.89 M/M 機材供与（2007 年度） 3,638 千円 



  

    
研修員受入 3 名 1.3M/M 現地業務費（2007 年度） 165,567 千円 
     
相手国側：        
カウンターパート配置 4 名 （タイズ州教育局） ローカルコスト負担 プロジェクト事務所の

提供 

２．評価調査団の概要 

総    括： 水野敬子 JICA 国際協力総合研究所 国際協力専門員 

教育協力： 
 

徳田由美 JICA 人間開発部第 1（基礎教育）グループ 
基礎教育第 1 チーム 職員 

協力計画： 
 

安達まり子 JICA 人間開発部第 1（基礎教育）グループ  
基礎教育第 1 チーム ジュニア専門員 

調査者 

評価分析： 
 

喜多桂子 グローバルリンクマネージメント（株） 
シニアコンサルタント（教育） 

調査期間 2007 年 8 月 24 日～2007 年 9 月 13 日 評価の種類：中間評価調査 
 
３．評価結果の概要 
３－１ 実績の確認（アウトプットの達成度） 
（１）プロジェクトの成果（アウトプット） 
ア アウトプット 1: タイズ州の地方教育行政能力が育成される 
タイズ州教育局（GEO）や対象郡教育事務所（DEO）の地方教育行政官に対する能力開発はプロ

ジェクト残り期間における主な課題として残されている。地方教育行政官は、BRIDGE 実施に伴う

マネージメント・サイクルの各業務に関して十分な知識と技術を持っているが、他の業務に比べて

計画策定能力は弱いと自己分析している。プロジェクト専門家チームによれば、何人かの DEO 職員

は BRIDGE 業務の十分な知識と技術を身に付けている一方、現在の GEO チームは再編成して 4 カ

月しか経っていないため、プロジェクトの残り期間に研修や職場内研修（OJT）を通じてさらなる

能力開発が必要であるとしている。 
 
イ アウトプット 2: 基礎教育改善事業への地域住民参画が活性化される 
本アウトプットは、プロジェクト 1 年目に重点的なインプットが行われたことから、中間評価時

点において 3 つのアウトプットのうち、 も成果が見られるものである。2005 年末までに 59 校す

べての対象校に父会と母会が設立され、学校委員会とともに学校改善計画の計画策定と実施プロセ

スに活発に参加していることが現地調査の結果確認された。啓発活動は、学校活動への住民参加促

進、とりわけ母親の参加促進に効果的であることが明らかになった。しかし、2006 年にプロジェク

トが開発した評価表を用いて DEO 職員が行った評価結果には、女性の政策決定プロセスへの参加促

進が今後の課題として示されている。この調査では、対象地域のほとんどのコミュニティリーダー

が女子教育の重要性を認識しているとしている。 
 
ウ アウトプット 3: 学校関係者（校長・教員等）の学校運営能力が育成される 
中間評価時に行った校長へのインタビューでは、多くの校長は BRIDGE 実施において彼らに求め

られる基本的な知識と能力を習得しているが、計画策定プロセスにおいて女子教育促進に関する問

題分析を行うことがこれまで住民にとって経験のないものであるため、 も困難な部分であると自

己分析しており、これは DEO による評価と一致している。同インタビューは、学校委員会や父会・

母会が学校運営に満足しているとの結果を示している。 
 
（２）プロジェクト目標 
プロジェクト目標「タイズ州の対象郡において、女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地

方教育行政モデルが開発される」は、PDM0 の指標（タイズ州の女子教育推進ガイドラインの完成、

パイロット校における G6 の男子生徒 1 人に対する女子生徒の比率）に照らし合わせれば、ほぼ達



  

成されているといえる。 
 
３－２ 5 項目評価 
項目 評価結果の要約 

妥当性 
Relevance 

プロジェクトは、現時点においても日本の対イエメン ODA 政策、

イエメン国教育開発戦略政策、および対象地域のニーズに照らし合

わせて妥当である。 

有効性 
Effectiveness 

ほとんどのプロジェクト関係者は、プロジェクト目標「タイズ州の

パイロット 6 郡において女子教育促進に有効な地域住民・学校主体

の地方教育行政モデルが開発される」ことがプロジェクト終了時ま

でに達成する見込みであると見ているが、評価調査の結果、プロジ

ェクトが目指している「BRIDGE モデル」の解釈は特に行政機能の

強化に関する認識について欠けているケースが見られた。 
モデルの定義および、モデルの主なコンポーネントを明確に設定し

たうえで、それらに基づき評価した結果、「BRIDGE モデルはほぼ

開発された」状態であることが確認された。一方で、プロジェクト

目標が達成されるためには、「開発されたモデルが有効である」必

要があり、そのためには、現在作成中のガイドラインの質が確保さ

れることや、GEO がそうしたガイドラインを使用して BRIDGE プ

ロセスを独自に実施できる能力を習得している必要があることが

今後の課題として明らかになった。 
効率性 
Efficiency 

概して、インプットは有効に活用されたといってよい。プロジェク

ト専門家とカウンターパートはともに日本側のインプットが適切

であったと評価している。イエメン側のインプットの適切性につい

ては日本側のインプットのそれよりも低い。特に、効率性を低くし

た要因として、プロジェクト開始後 2 年間は GEO 内のカウンター

パートとなる部署の業務所掌・分担が流動的であったことや、GEO
の主要カウンターパートが異動・離任してしまったことが挙げられ

る。また、イエメン側によるモニタリング費用と研修費用が極めて

少ないことも指摘できる。プロジェクトの実施に際しては、日本の

他スキーム（草の根・人間の安全保障無償資金協力）との連携に配

慮されているほか、マニュアル等の作成にあたっては、他援助機関

によって既に作成されていたものを参照にするなど既存のリソー

スを有効に活用したと言える。 
インパクト 
Impact 

対象郡における男子生徒 1 人に対する女子生徒の比率は向上して

いる。その他のインパクトとして、GEO が学校改善計画を実施す

るために独自の財源を確保するとのイニシアティブが見られる。対

象学校・地域以外への BRIDGE モデルの普及に関する具体的な計

画や戦略は現時点ではない。他援助機関へのプロジェクトの影響に

ついては、国連児童基金（UNICEF）が契約教員の雇用に関して

BRIDGE が設定した選定基準を採用していること、世界銀行の包括

的学校改善（WSD）において BRIDGE 同様のマネージメント・サ

イクルを採用していることが明らかになった。ネガティブなインパ

クトは現在のところ見られない。 
自立発展性 
Sustainability 

BRIDGE 終了後も政策上の支援が続く可能性は高い。財政的な支援

については長期的には確実なものとは言えないが、短期的には独自

の財源を確保しようとするイニシアティブが現時点でも見られる

ことから、今後モニタリングとフォローアップが必要である。契約

教員の雇用が女子教育促進に有効であることはプロジェクト活動



  

を通じて確認されており、そのための資金は現在のところプロジェ

クト資金でまかなわれているものの、今後はそうした財源は政府に

よって確保されることが望ましい。この点について、タイズ GEO
は 2009 年までは教育省（MOE）の財政的支援を確保しているが、

その後については未定である。技術的な自立発展性に関しては、

DEO への技術移転は順調に進んでおり、今後は GEO（4 名の現 GEO
チームメンバーにとどまらずその他の GEO 職員）の能力開発が課

題となる。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）計画内容に関すること 

特になし。 
 

（２）実施プロセスに関すること 
ア プロジェクト専門家がイエメン側カウンターパートに対してきめ細かい支援を行っており、

両者が良好な協力関係を築いていること。 
イ プロジェクト開始時からの州教育局長のプロジェクトに対する強いコミットメントと州副知

事の継続的な支援を得られていること。 
ウ プロジェクトの進捗状況をモニタリングするさまざまな活動がプロジェクトの活動に盛り込

まれているため、適時にモニタリングとフォローアップを行うことが可能である。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１）計画内容に関すること 
ア 本プロジェクトを開始するにあたり、BRIDGE モデルが具体的に示すもの（関係者のそれぞ

れの役割や、地方教育行政官の関与の仕方）が、関係者間で明確に共有されていなかった。 
イ 事前評価時に作成された PDM はアウトプットと活動の関係整理が不十分な部分があり、こ

れがプロジェクト実施に影響を及ぼしたと思われる以下の問題点がある。 
ウ 活動を活動計画レベルに細かく落としているが、適切なアウトプットの下に必要な活動が整

理されていないなど、理論構成上の混乱がみられる。 
エ プロジェクト目標の意図するところが指標で明確に表されていないことで、プロジェクトが

目指す 終的な成果について関係者間で共通の認識を持つことが難しかったと考えられる。

例えば、プロジェクト目標指標の 1 つが活動指標（ガイドラインの作成）であり、情報源が

「印刷されたガイドライン」とされていることで、ガイドライン作成プロセスにおいてガイ

ドラインの質の確保への配慮が十分になされなかった可能性はある。 
オ アウトプット指標（11 指標）のうち、9 指標は定量的指標であり、しかも多くが活動指標に

なっている。主要関係者の能力開発を測る適切な指標がないことから、プロジェクト期間で

活動を実施することに重点が置かれたという一方で、能力開発の重要性が必ずしもすべての

関係者に認識されてこなかった可能性がある。 
 
（２）実施プロセスに関すること 
ア 本件は業務実施型であり、日本人専門家は業務指示書に基づいて業務を行っていたため、

PDM はプロジェクト実施やモニタリングのツールとして積極的に活用されていなかった。 
イ プロジェクト開始から 2 年間は、GEO 内のカウンターパートとなる部署の業務所掌・分担が

流動的であったことや、GEO の主要カウンターパートの異動・離任があったことが GEO の

能力強化に影響を及ぼした。 
 
３－５ PDM の改訂 

PDM 改訂の主なポイントは以下のとおりである。 
（１）指標：上位目標、プロジェクト目標、アウトプット指標を、特に関係者の能力開発に重点を

置いた定性的指標に変更した。 



  

（２）位目標：「タイズ州における女子生徒の就学率が向上する」から「タイズ州における基礎教

育への女子生徒のアクセスが増加する」に変更した。これは、就学率を知るために必要な人

口データが長く更新されていないことを踏まえてのものである。 
（３）アウトプット：PDM0 には含まれていなかったが業務指示書に沿ってプロジェクトが実施し

ていた活動を PDM に反映させるため、新たに「BRIDGE モデルを対象校・郡以外に普及す

るための活動が開始される」を追加した。 
（４）活動：PDM0 においては活動を細かいレベルにまで落としこんでいるが、アウトプットとの

関係がわかりにくいことや、プロジェクト開始後の現場の状況の変化を踏まえ、活動に追加、

変更があることなどを考慮し、活動を再編した。 
（５）外部条件：プロジェクト目標から上位目標に至る理論上の飛躍を埋めるため、「BRIDGE モ

デルがタイズ州内に普及される」を追加した。また、プロジェクトの自立発展性の鍵となる

GEO カウンターパートの能力開発がなされるための外部条件として、「トレーニングされた

GEO チームがカウンターパートとしてとどまる」ことを追加した。 
 
４．結論 

BRIDGE モデルの開発は進捗しており、モデルの主要なコンポーネントとなる啓発活動を伴った

ボトムアップの参加型アプローチは女子教育の就学促進に有効である。対象校 59 校においては、女

子教育の就学促進という共通ゴールに向けて、コミュニティメンバーを直接巻き込んで、地域の教

育ニーズや優先分野を特定する参加型の計画プロセスが順調に導入されていると結論付けられる。

その一方で、プロジェクト目標の達成のためには、重要なアウトプットである地方教育行政の能

力開発が大きな課題として残されている。とりわけ、異動などの理由により、GEO レベルの中核と

なる C/P の継続性が確保されてこなかったため、GEO レベルの組織能力の強化が遅れている。学校

レベルでの BRIDGE モデルの実施促進については、モニタリング活動などの OJT を通して、DEO
に求められる技術レベルがある程度強化されてきている。財政面においては、GEO により、プロジ

ェクト 3 年次における対象校の学校改善計画の実施支援のための予算が確保されたが、持続的な財

源確保は今後の課題である。 
現在まで、BRIDGE は、専門家チームの入念な技術支援のもとに実施されてきた。BRIDGE がイ

エメン側の C/P に引き継がれ、タイズ州のその他の地域にも普及していくためには、GEO の組織強

化と段階的な引き継ぎ戦略が不可欠であり、そのプロセスで、イエメン側の能力、オーナーシップ、

イニシアティブが強化されることが期待される。 
また、ガイドラインの 終版が、BRIDGE モデルの普及のための実践的なツールとして機能するた

めの質を確保することが肝要であり、現段階で作成済みの草案については、とりわけ、「明確さ」、

「適切さ」、「使いやすさ」の面から中味を再確認し、修正を加えていく必要がある。 
 
５．提言と教訓 
 
５－１ 提言 
以上の調査結果を踏まえ、残りの協力期間に取り組むべき課題に対して取りまとめられた提言の

要旨は以下のとおり。 
 
（１）BRIDGE モデル推進のための GEO の組織強化 

ア 中核となる人材の強化を通じた組織基盤の確立 
プロジェクト実施において中核となる C/P の関与やコミットメントをさらに強化することが

肝要。そうすることにより、彼らの能力強化に対するプロジェクトによる技術支援が有効に

活用されることが期待される。中核人材のチームワークの強化の後には、それぞれの部署か

らさらなる人材を BRIDGE の実施に巻き込んでいくことにより、BRIDGE の組織的基盤を強

固なものとしていくことが期待される。 
 
イ BRIDGE を統合していくための戦略計画の策定 

GEO は、教育開発のための現在の取り組みの補完や強化を目指して、プロジェクトによる技



  

術支援や経験を 大限に生かすための戦略的な計画を策定することが肝要である。これに応じ

て、プロジェクト実施のためのタスクや活動も、GEO の通常の活動計画にしっかりと組み込ま

れる必要がある。 
同プロセスの推進の一環として、BRIDGE による経験や教訓がより多くの GEO 関係者により、

ワークショップやトレーニングを通じて共有され、このような活動が C/Ｐの中核人材により推

進されることが望ましい。また、そのような活動は GEO で実施される通常のトレーニングやワ

ークショップとあわせて行われることも一案であり、必要に応じて専門家チームによる適切な

技術支援が提供されることが望まれる。 
 
ウ オペレーションにかかる予算の確保 

BRIDGE 実施において、GEO や DEO レベルの C/P の関与を 大限に促していくためには、

オペレーションにかかる予算確保（モニタリングのための交通費など）が重要となる。現時点

においては、オペレーションコストはプロジェクトが負担している。将来的には、モニタリン

グ活動など BRIDGE 実施に必要とされるコストについては、イエメン政府側の年間計画に組み

込み、適切な予算を確保していくことが望まれる。 
 
（２）GEO と DEO における役割・責任分担の明確化と協働体制の構築 

BRIDGE モデルの実践を効果的に推進し、自立発展性を強化していくためには、GEO と DEO の

役割・責任の分担を明確にし、協働体制を構築していくことが重要である。そのためには、DEO と

GEO が相互補完的な協働関係を構築していけるよう、ガイドライン 終版に含まれる両者の役割や

責任範囲に重複がないよう留意する必要がある。 
 
（３） ガイドラインの質の確保 
プロジェクト残り期間における専門家チームの主要なタスクとして、ガイドラインの 終版の作

成が挙げられる。ガイドラインは、BRIDGE の実施と普及において、効果的で機能するツールであ

ることが求められる。こうした点から、ガイドラインの質の確保は、プロジェクトで達成されたア

ウトプットが自立発展していくための鍵となる。3 年次の実施プロセスにおいて、マニュアルやフ

ォーマットも含めたガイドラインが適用され、実践に基づいて改定される予定であり、とりわけ、

以下の観点からレビューすることが望まれる。 
ア 関係者が外部からの技術支援なしに BRIDGE の実施運営を行うために、それぞれの役割、責

任、必要な手続きが明確に示されているか。 
イ 女子教育推進に役立つアプローチを効果的に適用していくための基本的な要素が適切に説明

されているか。 
ウ グッドプラクティスにおける成功要因が活用しやすい形式で紹介されているか。 

 
終版作成プロセスにおいては、ドラフト版を他ドナーや教育省関連機関と広く共有し、協議す

る機会を確保することにより、 終版の質を高めていくことが求められる。 
 
（４）学校データ収集、確認、分析におけるボトムアップメカニズムの重視 
ガイドラインでは、教室と教員の確保を重視することが明記されている。従って、BRIDGE の実

施の各サイクルにて（計画から評価まで）、現場の実際のニーズを審査するにあたって、学校基本デ

ータの収集、確認、分析を適正に行うためのメカニズムの強化が重要であることを適切に強調する

必要がある。そのためには、ガイドラインとこれに付随するモニタリングツールやフォーマット（学

校改善計画など）において、こうした要素が十分に組み込まれ強調されていくことが望まれる。 
イエメンの教育分野において、現場と中央の情報ギャップを埋めるためのメカニズムが不在ある

いは機能していないことから、BRIDGE の実践を通じて示されたボトムアップデータ収集・確認メ

カニズムの有効性や実現可能性について、明確に文書化し、教育省や他ドナーと広く共有していく

ことが重要である。 
 
 



  

（５） BRIDGE モデルの今後の普及に向けた共通のビジョンと戦略の共有 
 現在までは、合同調整委員会（JCC）に代わるモニタリングの手段として、年次評価セミナーを

実施し、これを通して主要な関係者により BRIDGE の活動進捗状況が適切に確認されてきた。しか

し、合意議事録（R/D）で確認された形の JCC を 3 年次終了時に実施し、MOE・GEO・DEO の主要

な関係者を交えて、プロジェクトの全体的な実施プロセスにかかわる主要な課題について話し合う

機会を確保することは、プロジェクトにとって有益であると考える。とりわけ、BRIDGE モデルの

今後の普及に向けた課題について、3 年次終了時に関係者間で十分に協議し、その結果を MOE と

GEO で合意し、プロジェクトにより達成されるアウトプットの自立発展性を確保していくための共

通ビジョンや戦略を共有し、確立していくことが肝要である。 
さらに、今般修正、合意された PDM1 がプロジェクト実施やモニタリングのための共通のツール

として関係者の間で活用されることにより、目標達成に向けて、プロジェクトが適切に運営される

ことが望まれる。 
 
（６）契約教員に関する課題 

ア 契約教員の継続性 
   本プロジェクトの対象校は、タイズ州においても も状況の悪い僻地に所在するが、このよ

うな地域の女子教育の推進にかかわる も重要な課題の一つとして、教員不足が挙げられてい

る。この課題の重要性を勘案して、BRIDGE で支給されている学校配賦金により雇用されてい

る契約教員については、プロジェクト終了後も引き続き雇用が確保されるよう、イエメン政府

により代替策が講じられることが望まれる。同時に GEO は、コミュニティで雇用された契約教

員の質が 低限のレベルは維持されるよう、必要とされる研修機会を確保することが肝要であ

る。 
 
イ 遠隔地における教員配置のための代替案の探求 

   条件の悪い遠隔地域にあるコミュニティにおいては、中央政府によるトップダウン方式の教

員配置を機能させるには大きな困難を伴うが、このようなコミュニティには、現場で教員を見

つけ出し、雇用、管理していく能力があることがプロジェクトの実施を通して確認された。イ

エメン政府は、説得性、有効性の高い事例の蓄積に基づいて、遠隔地域における教員配備のた

めに、学校が管理する配賦金を活用した代替的な手段を模索していくことが期待される。 
  これに関連して、既に言及したボトムアップ方式による学校基本データの収集・確認メカニズ

ムが重視され、強化されていくことが必要である。そうすることにより、政府は、GEO を通じ

て、学校レベルで収集される実際のデータに基づいて、現状のニーズを分析し、必要な予算を

計上することが可能となり、データに基づいた公平な資源分配の確保・強化が期待できる。 
 
５－２ 教訓 
（１）プロジェクト活動から得られた教訓 

ア 地元教員の雇用の重要性 
一般的に、女子の就学を促すためには、女性教員を雇用することが有効であると考えられる

が、タイズ州僻地の学校においては、必ずしも女性の教員でなく、地元出身の男性教員であ

っても、コミュニティから歓迎され、女子教育推進に貢献していることが明らかとなった。
 
イ 啓発活動の学校改善計画への統合 

コミュニティレベルにおいて啓発活動を実施することにより、学校や女子教育に対する母

会・父会の認識を変えることにつながっている。これらの啓発活動は、単発的に実施するの

ではなく、学校改善計画の中に位置づけて実施することにより、より大きな効果を発揮する

と考えられる。 
 
（２）案件形成・運営管理への教訓 

ア モデル開発を目的としたプロジェクトの案件形成時における留意点 
本案件では、プロジェクト対象校に学校配賦金を支給することを前提としたプロジェクト設



  

計となっているが、これは分権化の中で一部の予算権限を学校に移譲するという方向性を踏ま

えてなされたものである。案件開始時においては、教育省もしくはタイズ GEO がその予算を確

保する具体的な見込みは立っていなかった一方、地方教育行政のモデル開発と並行して学校運

営のための予算確保の働きかけを行っていった。このような働きかけもあり、教育省は学校運

営資金として、来年度（2008/09 年度）から生徒 1 人あたり 300 リアルを全国の学校に支給する

ことを政策として決定し、またタイズ GEO も州内 700 校に対して別途、学校運営資金を確保す

る方策を立てている。「モデル」を開発することをプロジェクト目標に掲げる場合には、案件形

成時から、開発するモデルの自立発展性を慎重に確認しておく必要がある。 
 
イ プロジェクト運営における PDM の活用 

PDM はプロジェクト実施者（日本側）だけが使用するものではなく、先方 C/P とともにプロ

ジェクト実施・モニタリングの過程において活用されるものであるが、本案件においては、PDM
がプロジェクト実施・モニタリングのツールとして使用されていなかった。また、PDM は現地

語（本案件の場合にはアラビア語）に翻訳しておく必要があるが、PDM0 バージョンは英語で

作成され、見直しが行われないまま、プロジェクトは 2 年以上運営されていた。今回の中間評

価調査において改訂した PDM1 バージョンはアラビア語に翻訳し、会議議事録（M/M）の協議

において先方と合意したが、今後 PDM がプロジェクト運営のツールとして適切に使用される

ことを確認していく必要がある。         
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第１章 中間評価調査団の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

イエメン共和国は、世界で も基礎教育アクセスの男女格差が大きい国である（UNDP

人間開発報告書 2004）。初等教育（1-6 年生）の純就学率は全体 67％に対し女子は 47％であ

り、成人識字率は全体 49％に対し女性は 28％にとどまっている。このような状況のもと、

同国は｢2015 年までに 6-14 才の全児童に対し質の高い基礎教育を提供する」との目標を掲

げ、2002年に 10カ年国家計画として基礎教育開発戦略（Basic Education Development Strategy: 

BEDS）を策定し、基礎教育の拡充（特に男女格差の是正）を推進している。2002 年より行

政の地方分権化を進めているため、BEDS も地方分権とコミュニティ参加を重視している。

しかしながら現状としては、地方教育行政官（州・郡）の計画立案能力や学校関係者（校

長・教員等）の学校運営能力、コミュニティの教育への参画のいずれも未だ十分ではなく、

国レベルで策定した BEDS を地方レベルで実施していくうえでは、これら関係者の能力向

上が喫緊の課題である。 

こうした課題に対し、イエメンから BEDS 実施を支援するための技術協力要請がなされ、

JICA は 2005 年 6 月より 3 年半の予定でタイズ州教育局（Governorate Education Office: GEO）

をカウンターパート機関（Counterpart: C/P）とし、タイズ州地域女子教育向上計画（Broadening 

Regional Initiative for Developing Girls’ Education: BRIDGE）を実施中である。本プロジェクト

は、学校・地域住民主体の女子教育を促進する地方教育行政モデルを開発することを目的

とし、地方行政・学校・地域住民の三者が参画する女子就学推進のパイロット活動（パイ

ロット事業対象 6 郡、59 校）の実施を通じ、州教育局の行政能力向上、教育へのコミュニ

ティ参加の推進、学校運営能力の改善に関する協力を行っている。本モデルの開発プロセ

スを通じ、三者が地域ニーズに沿った教育計画・実施能力を身につけ、持続的な教育開発

のためにそれぞれが果たすべき役割が明確になることが期待されている。 

このような背景から、現在 7 人の短期専門家（総括、副総括／地方教育行政、マイクロ

プランニング／コミュニティ参加、ジェンダー、女子教育、教育統計／インパクト評価、

副総括／研修計画／啓発）がイエメンで活動中である。 

 今回の中間評価調査では、プロジェクトの終了を 2008 年 11 月に控え、プロジェクト目標

の達成状況を確認し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）

に基づき、5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価す

るとともに、残り期間のプロジェクトの活動計画に反映させることを目的に、本調査団が

派遣された。 
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 本調査団の基本方針は次のとおりである。 

ア 事前に把握した情報をもとに、評価に必要となる情報の項目を洗い出し、聞き取り調

査のための質問項目を準備する。また、事前情報などにより、調査団派遣前に対応策

が想定できるものについては、あらかじめ準備する。 

イ プロジェクト終了時点における成果の達成見通しについて、イエメン側関係者と日本

人専門家チームより聞き取りを行い、結果を整理したうえで 5 項目評価に活用する。 

ウ  調査の大まかな方針としては、①プロジェクト中間地点での目標の達成度と持続性の

確認、②運営･活動実績から得られる経験や教訓の取りまとめ（ガイドラインへの文書

化）状況の確認、③今後の方向性の明確化－とする。 

エ アからウを踏まえ、必要に応じ PDM を見直す。 

オ 評価・協議結果を双方の合意事項として会議議事録（Minutes of Meeting: M/M）に取り

まとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏名 所属 

総括 水野 敬子 JICA 国際協力総合研修所 国際協力専門員 

教育協力 徳田 由美 JICA 人間開発部第 1（基礎教育）グループ  
基礎教育第 1 チーム 職員 

協力計画 安達 まり子 JICA 人間開発部第 1（基礎教育）グループ  
基礎教育第 1 チーム ジュニア専門員 

評価分析 喜多 桂子 グローバルリンクマネージメント株式会社  
シニアコンサルタント（教育） 

 

１－３ 調査日程 

    水野団長/徳田団員/安達団員 喜多団員（コンサルタント） 

  19:50 羽田発 21:05 関西着  (JAL 
185) 

2007.8.24 

金 
  23:15 関西発  >> 04:45 ドバイ着

(JL5099) 
  07:05 ド バ イ  >> 08:50 サ ヌ ア

(EK961) 
  JICA 事務所表敬 

2007.8.25 

土 

  サナア >> タイズ移動 

  GEO との打合せ 2007.8.26 
日 

  日本人専門家へのインタビュー 
2007.8.27 

月 
  Al-Mokha 郡の学校、地域住民からヒ

アリング 
2007.8.28 

火 
  Same’郡の DEO、学校、地域住民から

ヒアリング 
2007.8.29 

水 
  Maqbanah 郡の DEO、学校、地域住民

からヒアリング 
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  日本人専門家への追加インタビュー 2007.8.30 
木 

  文書整理 

19:50 羽田発  >> 21:05 関西着
(JAL 185) 

2007.8.31 

金 
23:15 関西発 >> 04:45 ドバイ着
(JL5099) 

文書整理 

07:05 ドバイ発 >> 08:50 サナア

着 (EK961) 
JICA 事務所表敬 

2007.9.1 

土 

15:00 日本大使館表敬 

Maawiiyah 郡 DEO、学校、地域住民と

の打合せ 

2007.9.2 日 サナア >> タイズ移動 団内打合せ 

2007.9.3 月 GEO との打合せ 

2007.9.4 
火 Dhuhab 郡 DEO、学校、地域住民からヒアリング 

2007.9.5 水 Al-Waziiyah 郡 DEO、学校、地域住民からヒアリング 

団内打合せ 2007.9.6 
木 

M/M 作成、報告書取りまとめ 

2007.9.7 金 タイズ >> サナア移動 

10:00 M/M 協議（教育省との意見交換  Ms.Fawzia No'aman：Deputy 
Minister)  

2007.9.8 

土 
14:00 BEDP チームとの意見交換（Dr. Al Arashi：BEDP Program Officer）

10:00 M/M 協議（教育省と意見交換 Hassan Ba’aum：Deputy Minister for 
General Education)  
12:00 World Bank との意見交換（Ms Ayesha Vawda：Education Task Team 
Leader) 

2007.9.9 

日 

16:30 JCC 開催（M/M 署名） 

10:30 オランダ大使館との意見交換（Ms. Maaike Vliet：一等書記官) 

12:00 GTZ との意見交換（Ms. Ilse Voss-Lengnik：BEIP Advisor) 

2007.9.10 

月 

16:30 教育大臣との打合せ 

09:00 UNICEF との意見交換（Ms. Lieken van de Wiel：Chief of Education 
Sector） 

2007.9.11 

火 
15:00 日本大使館報告 

2007.9.12 水 10:05 サナア発>> 13:40 ドバイ着 (EK962)      

02:35 ドバイ発  >> 17:20 関
西着(JL5090) 

03:00 ドバイ発  >> 16:45 ソウル着
(EK322) 

2007.9.13 

木 
18:35 関西発  >> 19:45 羽田

着 (JL188) 
18:25 ソ ウ ル 発  >> 20:50 成 田 着
(JL954) 

 

１－４ 主要面談者 

（１）教育省（MOE） 

Dr. Abdussalam Al-Jawfi   Minister of Education 

Ms. Fawzia Ahmed Mohamed No’aman Deputy Minister for Girls’ Education Sector 

Dr. Hasan S.Ba-owm     Deputy for Minister of Education 
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Mr. Mohammed Naji Khammash  Deputy Director of Basic & Secondary Education 

Mr. Ali Mohammed Al-Eryani   Director General of Basic Secondary Education 

 

（２）タイズ州教育局（TaizGEO） 

Dr. Mahdi Ali Abdossalm   Director of Education office 

Ms. Afaf Fu’ad Maki  Director of Girls’ Education Sector 

Mr. Abdullah Alodo Ismael  Director of Community Participation Sector 

 

（３）オランダ大使館 

Ms. Maaike Maria van Vliet   First Secretary for Education 

 

（４）世界銀行 

Ms. Ayesha Vawda   Senior Education Specialist Human Development Sector 

Mr. Shinsaku Nomura   Education Economist Consultant 

Dr. Ahmed A. Al-Arashi   BEDP Program Officer 

 

（５）ドイツ技術協力公社（GTZ ） 

Ms. Ilse Voss-Lengnik   Advisor Training 

 

（６）ユニセフ（UNICEF） 

Ms. Lieke van de Wiel  Chief of Education Sector 

 

（７）在イエメン日本大使館 

敏蔭 正一    特命全権大使 

山口 又宏    参事官 

宮本 陽介    二等書記官 

 

（８）JICA イエメン駐在員事務所 

佐々木 健一    所長 

首藤 めぐみ    企画調査員 

Abdullah Al-Wa’ara  Administrative and Technical Cooperation Assistant 

 

（９）BRIDGE プロジェクトチーム 

倉並 千秋    総括 

田中 紳一朗    マイクロプラニング/コミュニティ参加 

Emily Allardyce    女子教育 
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桜井 愛子    副総括/研修計画/啓発 

中野 明子    業務調整 

 

１－５ 中間評価の方法 

本評価調査は、JICA 事業評価ガイドライン（2004 年 1 月改訂版）に基づき、ログフレー

ムを用いた評価手法に則して実施された。PDM に表されたプロジェクトの計画と中間評価

時のプロジェクトの状況を比較しプロジェクトが成果を発現しているかを評価した。具体

的には以下の 3 点である。 

（１）PDM の指標によるプロジェクトの実績の検証 

（２）実施プロセスの検証 

（３）評価 5 項目の視点による検証 

 

１－５－１ 評価グリットの作成 

本調査では、2005 年 3 月に作成された PDM0 と実施計画（添付資料 1 ミニッツ ANNEX1）

に基づき、達成度、実施プロセス、評価 5 項目に関して評価を行った。評価 5 項目の視点

は次のとおりである。 

表 PDM の構成要素 

妥当性 プロジェクトの実施の必要性、正当性に関する評価 
プロジェクト目標、上位目標が政府開発目標や、ターゲットグループのニ

ーズに合致しているか。また上位目標、プロジェクト目標、成果（アウト

プット）及び投入の相互関連性に整合性があるか。 
有効性 プロジェクトの効果に関する評価 

プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。成果（ア

ウトプット）及びプロジェクト目標の評価時点での達成状況および将来達

成する見込み。 
効率性 プロジェクトの効率性に関する評価 

プロジェクトの投入と成果（アウトプット）の関係において、資源が有効

に利用されているか。投入の時期、質、および規模は適切であるか。 
インパクト プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価 

プロジェクトが実施されたことにより直接的、間接的な正負の影響が生じ

ているか。また、計画当初に予想されなかったものがあるか。 
自立発展性 プロジェクト終了後の便益・開発効果の持続性に関する評価 

援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。政策、財政、

組織・制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施された活動が

継続的に行われるための基盤・支援があるか。 

 

１－５－２ 評価実施方法 

 本中間評価では、評価分析のために定性的・定量的データを以下の方法で収集した。 

（１）プロジェクト関係書類のレビュー 

 ・ イエメン共和国 タイズ州地域女子教育向上計画 実施協議報告書（平成 17 年 6 月） 
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 ・ インセプションレポート        （平成 17 年 6 月） 

 ・ ベースライン調査報告書       （平成 18 年１月） 

 ・ 業務進捗報告書 第 1 号    （平成 17 年 11 月） 

 ・ 業務進捗報告書 第 2 号    （平成 18 年 5 月） 

 ・ 第 1 年次業務完了報告書    （平成 18 年 5 月） 

 ・ パイロット活動報告書 第 1 号   （平成 18 年 5 月） 

 ・ プロジェクト事業進捗報告書 第 3 号  （平成 18 年 11 月） 

 ・ プロジェクト事業進捗報告書 第 4 号 （平成 19 年 3 月） 

 ・ 第 2 年次業務完了報告書   （平成 19 年 3 月） 

 ・ ドラフトガイドライン   （平成 19 年 8 月） 

 

（２） 主要関係者へのインタビュー 

・ プロジェクト専門家 

・ 教育省 

・ タイズ州教育局 局長と主要カウンターパート 

・ 郡教育事務所職員（6 郡） 

・ 学校長 

・ 学校委員会、父会、母会 

 

（３）調査の制限 

 本中間評価では評価に必要な情報収集の手段として、プロジェクト専門家や主要 C/P へ

の質問票の配布を試みたが、その結果を合同評価報告書に反映させることには制限があっ

た。プロジェクト専門家への質問票の回答はチームの統一見解として回答されたため、個

人間の見解の違いは、回収した質問票には反映されていない。主要 C/P への質問票の回答

については、中間評価実施時期がプロジェクトで実施している学校改善計画のプロポーザ

ル作成プロセス時期と重なったことから、回答の回収は当初の予定より遅れた。しかし、

C/P の本プロジェクトに関する見解などについては主に現地入り後のインタビューによっ

て得られた情報を活用し、合同評価報告書に反映させた。ただし、本和文報告書には質問

票の回答の一部を反映させた。 

 また、主要援助機関へのインタビューが M/M の調印後に設定されていたことから、合同

評価報告書で引用している主要援助機関の活動などについての情報は、主にプロジェクト

専門家チームから得られたものであり、当該援助機関から直接得られた情報、あるいは援

助機関に確認した情報ではない。ただし、現地調査後に作成した本和文報告書は、主要援

助機関へのインタビュー結果を反映したものとした。 
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第２章 プロジェクトの概要 

 

２－１ 基本設計 

名称 
イエメン国タイズ州地域女子教育向上計画 
Broadening Regional Initiative for Developing Girls’ Education (BRIDGE) 
Program in Taiz Governorate in the Republic of Yemen 

協力期間 3 年 5 カ月（2005.6.22-2008.11.30） 

上位目標 
タイズ州（パイロット 6 郡を含む 23 郡）において女子児童の基礎教育

就学率が向上する。 

プロジェクト目標 
タイズ州において女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地方行

政モデルが開発される。 

期待される成果 
（アウトプット）1 

①タイズ州の地方教育行政能力が育成される 
②基礎教育改善事業への地域住民参加が活性化される。 
③学校関係者（校長・教員等）の学校運営能力が育成される。 

 

２－２ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

JICA では、1990 年代前半から、プロジェクト管理手法の一環としてプロジェクト・サイ

クル・マネイジメント（Project Cycle management:PCM）手法を導入した。PCM 手法におい

て中心的役割を果たすのは、PDM と名付けられたプロジェクト計画概要表である。これは、

｢目標｣、「活動」、「投入」などのプロジェクトの主要構成要素や、プロジェクトを取り巻く

「外部条件」との理論的相関関係を示したものである。 

本プロジェクトにおいても 2005 年 3 月の合意議事録（Record of Discussion: R/D）署名時

に PDM を作成し、R/D の添付文書として承認されている。 

 

２－３ 実施体制 

２－３－１ 実施体制 

本プロジェクトの C/P 機関は教育省（Ministry of Education: MOE）女子教育セクターであ

り、同セクター次官を BRIDGE プロジェクトダイレクターとした。また本プロジェクトは

女子教育セクター次官を議長とする合同調整委員会（Joint Coordination Committee: JCC）を

組織し、プロジェクトの円滑な運営を目的として年 1 回以上開催することとしている。 

実際にプロジェクト活動を行っていくうえでの直接的な C/P は、タイズ州教育局（GEO）

と同州内郡教育事務所（District Education Office: DEO）である。本プロジェクトは、同局長

をプログラムマネジャーとし、GEO の女子教育局とコミュニティ参加局で構成した職員を

中心にテクニカルチームが組織されている。GEO とパイロット活動地域である 6 郡の DEO

                                                        
1 プロジェクト実施による効果としての「成果」と、PDM のプロジェクト要約のひとつである「成果」と

は概念が異なるため、本報告書では混乱を避けるために、PDM の「成果」は「成果（アウトプット）」と

表記する。 
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の職員の詳細は付属資料 1 ミニッツ Annex 4 に示すとおりである。 

 

２－３－２ 対象地域 

本プロジェクトでは、パイロット対象地域としてタイズ州内 6 郡（Same’、Al-Waziiyah、

Dhuhab、Mawiiyah、Maqbanah、Al-Mokha）を選定し、この郡内の 59 校にてパイロット活

動を行っている。 
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第３章 中間評価結果 

 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

 プロジェクト開始以後、2006 年度末までの日本側の投入は以下のとおりである。 

 

（１）専門家派遣 

7 人の専門家（総括、副総括/地方教育行政、マイクロプランニング/コミュニティ参加、

ジェンダー、女子教育、教育統計/インパクト評価、副総括/研修計画/啓発）が活動中である。

派遣専門家のリストは添付資料 1 ミニッツ ANNEX1 を参照。 

 

（２）機材供与 

機材供与（携行機材含む）はこれまで 3,638 千円投入されている。具体的な内訳はパイロ

ット活動に必要な事務機材、車両などである。 

 

（３）研修員受入 

研修員受け入れについては、本邦での研修（研修受入機関：神戸大学）を実施し、延べ 3

人となっている。詳細は添付資料 1 ミニッツ ANNEX2 を参照。 

 

（４）現地活動費 

現地業務費は 165,567 千円投入してきている。主な内訳としては、NGO への業務委託費

（現地再委託契約）、ワークショップ開催費、ローカル人材傭上費のほか、事務所運営費な

どである。 

 

３－１－２ イエメン側投入 

プロジェクト開始後のイエメン側投入は以下のとおりである。 

 

（１）カウンターパートの配置 

教育省、タイズ州教育局、郡教育事務所に C/P が配置されている。詳細は添付資料 1 ミ

ニッツ ANNEX4 を参照。 

 

（２）施設等の提供 

プロジェクトに必要な施設として、首都サナアの教育省内には連絡事務所、タイズ州教

育局内にはプロジェクト事務所が提供されている。 
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３－２ 活動実績 

 活動の実績は以下のとおりである。ほとんどの活動は計画通りに実施されている。活動

の各項目の内容については PDM（添付資料 1 ミニッツ ANNEX 5）を参照。 

 

成果（アウトプット） 1：タイズ州の地方教育行政能力が育成される 

計画された活動 実績 

1-1 州、郡教育関係者へのワークシ

ョップの開催 

 1 年次にタイズ市内において「啓発セミナー」開

催。70 人程度参加。 
 年度末に「評価ワークショップ」を開催（既に 2

回開催）し、BRIDGE プロジェクトの成果を共

有。1 回目 350 人程度参加、2 回目 450 人程度参

加。 
 GEO、DEO への研修・月次会合実施。詳細は「ア

ウトプット 1 〔1. GEO、DEO 教育行政官への

技術研修の実施回数および参加人数〕」を参照。

1-2 女子教育促進のための広報・理

解活動 
〔1 年次〕 
 啓発セミナーへの参加者（70 人）に対し、啓発

機材一式（キーメッセージ、ラジオドラマ女子

教育エピソード、学校登録キャンペーン用ラジ

オ広告を含むテープ）を配布。 
 学校登録期（8 月中旬）にあわせ、各パイロット

校に対して、横断幕（70 枚）、プロジェクト・ボ

ールペン（8,000 本）、プロジェクト・リーフレ

ット（アラビア語、英語計 13,000 部）を配布。

 学校登録期にローカル局であるタイズラジオを

通じて、ラジオドラマ（計 2 回、30 分）、ラジオ

広告（計 100 回）を放送。タイズラジオは、タ

イズ州全域をカバー 。 
 プロジェクトソングを作成。 
 コミュニティレベル啓発活動を試行（Maawiiyah

郡）。コミュニティ啓発活動のモデル策定

（Community Leaders Initiative, Mothers’ Initiative 
and Fathers’ Initiative）。 

〔2 年次〕 
 学校登録キャンペーンの実施（2006 年 8 月）。 
 学 校 新 学 期 に あ わ せ て Return To School 

Campaign をタイズラジオと共催。9 日間で毎日

6 回、1.5 分間のラジオ広告を放送。 
 コミュニティレベル啓発活動を 3 郡にて実施

（Al-Waziiyah 郡、Dhubab 郡、Same’郡）。 
〔3 年次〕 
 BRIDGE モデル普及用の BRIDGE 広報ビデオを

作成中。 
〔共通〕 
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 プロジェクト広報マテリアル各種作成、配布。

1-3 ベースライン調査の実施 2005 年 8 月実施。パイロット活動を実施する 6 郡

（Same’, Mawiiyah, Maqbanah, Al-Waziiyah, Al-Mokha 
and Dhubab）の対象 59 校と非対象郡（沿岸部

Al-Mokha 郡の非パイロット・サブ・ディスクリト、

Khadeer 郡）の 50 校で行われ、学校、校長、教員、

生徒を対象に質問票もしくはフォーカス・グルー

プ・インタビュー（FGI）が行われた。 
1-4 事業対象学校、地域社会、州教

育局、郡教育事務所間の連携体

制・連絡網の確立 

 GEO と DEO の連絡は定例月次会合を設置し実

施。 
 DEO と学校との間では、DEO による月 2 回の学

校訪問を通じて実施。 
 学校とコミュニティの間では、学校委員会、父

会、母会会合を月 1 回開催して実施。 
1-5 タイズ州版 BEDS に基づく事

業対象各郡の教育開発計画策定 
郡単位での教育開発計画は策定されていない。州

BEDS が 2004 年に策定されて以来、改定されていな

い。学校レベルでは学校運営計画といったものは策

定されていない。プロジェクトにおいて、3 年次から

「学校改善計画」を策定し、その中にパイロット活

動を組み込むような形にしている。 
1-6 パイロット事業の実施ガイド

ライン（目的、活動のクライテリ

ア、事業デザイン・提案・実施ま

での手続き, 提案書の作り方など）

の作成 

 郡、学校レベルの実施ガイドラインは、3 年間の

パイロット活動実施を通じてマニュアルとして

作成済み。 
 2007 年 8 月末ドラフトガイドラインの完成（州

教育局による BRIDGE 運営ガイドラインとし

て）。すでにガイドラインを用いて、来年度

BRIDGE 予算準備を開始。 
 2008 年 11 月、これまでの研修マニュアル、ドラ

フトガイドラインなどを取りまとめ包括的なガ

イドラインを完成予定。 
1-7 パイロット事業（地域住民提案

型、学校提案型）のモニタリング

方法についての研修実施 

特に研修という形をとらず、GEO についてはフィー

ルドコンサルタントやプロジェクト専門家から OJT
にてモニタリング方法を学ぶ。DEO については、月

次会合を通じて、各郡からの報告を受け、適宜必要

な支援、アドバイスを行っている。経験の浅い DEO
チームについては、特別に個別会合を持ち、モニタ

リング方法、学校での問題対処方法をアドバイスす

る。DEO 月次会合を通じて DEO による学校評価を

実施、モニタリングのポイントを明らかにしアドバ

イスを提供。 
1-8 パイロット事業のモニタリ

ング 
 1 年次、2 年次ともパイロット活動承認時に全校

を GEO、DEO の合同チームが訪問。 
 1 年次、2 年次とも DEO は月 2 回パイロット校

をモニタリング訪問。1 年次、2 年次とも GEO
チームがフィールドコンサルタント、プロジェ

クト専門家とともに年に全校を 2 巡して（承認

時を除く）モニタリングを実施。 

- 11 -



  

 学校委員会、父会、母会からの月次レポートの

提出、レビューにより活動モニタリング。 
1-9 パイロット事業についての

ワークショップの開催、郡と州レ

ベルでの経験・問題・教訓の共有

 2006 年 4 月 1 年次「評価ワークショップ」開

催。350 人参加。 
 2006 年 12 月 3 郡（Mawiiyah, Maqbanah, Al- 

Mokha）にて学校オープンデー開催。郡内パイロ

ット校間の経験共有。 
 2007 年 5 月 2 年次「評価ワークショップ」開

催。450 人参加。 
1-10 エンドラインサーベイの実

施 
2008 年夏実施予定。 

1-11 活動 1-8, 1-9, 1-10 の結果に

もとづく、タイズ州の「女子教育

促進モデル」と「実施マニュアル」

の策定 

上記 1-6 参照。 

 
 
成果（アウトプット）2： 基礎教育改善事業への地域住民参画が活性化される 

2-1 本案件とパイロット事業（地域

社会提案型）の概要説明ワークシ

ョップ 

 2005 年 6 月 サナアにて「 Inception Report
Seminar」実施（ドナーと教育省より約 50 人参

加）。 
 2006 年 4 月 1 年次 「評価ワークショップ」

開催（タイズ州全郡 DEO、地方議会、パイロッ

ト活動関係者、NGO、ドナー対象で、350 人程

度参加）。 
 2006 年 9 月 ドナー向け BRIDGE 説明会を開催

（サナアで）。 
 2007 年 2 月 教育省ミッションのタイズ来訪、

サナアにてセミナー開催（教育省関係者 50 人

程度参加）。 
 2007 年 5 月 2 年次「評価ワークショップ」開

催（同上、450 人程度参加）。 
2-2 対象地域コミュニティにお

ける女性と男性のファシリテータ

ーの人選 

1 年次は、学校委員会メンバーから 1 人のファシリテ

ーターを選出したが、2 年次以降、ファシリテーター

制度を廃止。ファシリテーターだけ活動に対する報

酬をもらっていたことに対する不満が見られたこ

と、学校委員会においてファシリテーターがいなく

ても地域と学校の協力関係が進展したことによる。

2-3 対象学校に父会・母会がない

場合には新たに設置 
プロジェクト開始前年の 2004年に学校委員会を既に

設立していたのは、調査対象校 98 校（パイロット 53
校とコントロール 42 校）中 14 校（全体の 14.3％）

にすぎなかった。父会については、30 校（30.6％）、

母会に至っては 5 校（5％）の設立状況であった。2004
年末の段階で、全 56 校で学校委員会、父会が設立、

53 校で母会が設立。2005 年 9 月の段階では、全 59
校にて設立。 
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2-4 ベースライン調査結果の学

校運営管理者や地域住民への紹

介、 取り組むべき基礎教育課題に

ついての助言や指導 

月次会合にて DEO へ結果報告。結果を受け、研修内

容の改定を実施。コミュニティレベルでの啓発活動

の企画、実施の際にベースライン結果を参照。 

2-5 父会・母会のメンバーを対象

とした父会・母会活性化のための

活動内容・実施責任事項などにつ

いてのワークショップ・研修 

特に父会、母会のみを対象としたワークショップ、

研修は行わず、父会、母会メンバーの代表で学校委

員会メンバーとなっているメンバーを研修やワーク

ショップに招聘。またコミュニティレベルでの啓発

活動とパイロット活動については、父会、母会が中

心となって実施、参加。 
2-6 特に女子教育の重要性につ

いての定期ワークショップ 
2005 年 8 月にタイズ州関係者に対する「啓発セミナ

ー」実施。これ以降、毎年 BRIDGE「評価ワークシ

ョップ」を女子教育に関するセミナーとあわせて実

施し、計 3 回州レベルでのワークショップを開催。

あわせて、コミュニティレベルでの啓発ワークショ

ップを各郡学校のオープンデーやコミュニティ啓発

活動にて実施（全 6 郡対象）。 
2-7 父会・母会メンバー、地域住

民代表者、女子・男子児童生徒、

学校関係者の間での 教育課題と

開発ニーズを発見するための会合

学校委員会、父会、母会の会合を月 1 回開催。加え

て、計画策定ワークショップの前後で啓発活動を通

じての討議を実施。DEO、GEO、プロジェクト専門

家チームが学校訪問した際、常に学校委員会、父会、

母会のメンバーと討議して、問題やニーズ把握に努

めている。 
2-8 活動 2-7 で言及された関係者

間での会合や活動 1-5 で策定され

た郡教育事務所の計画案に基づい

た地域住民提案型のパイロット事

業の立案 

地域住民のニーズは、学校パイロット活動に反映さ

れる。DEO は学校改善計画の承認、実施支援を通じ

て、各校での活動進捗やさらなる住民のニーズを把

握。委員会等からの月次レポートを通じて課題も認

識する。こうした DEO が把握している情報、経験は、

月次の会合で GEO、JICA とも共有され、GEO、プロ

ジェクト専門家チームがモニタリングを通じて得た

情報とあわせて包括的に把握される。GEO、専門家

チームはこうした現状にあわせて、月次会合のメニ

ューや研修内容の改定に反映。3 年次、学校統計、こ

れまでの進捗状況を踏まえ、郡ごとのターゲット生

徒数を設置。今後、技術交換会を通じて、郡別のニ

ーズに沿った郡レベルでの活動を展開予定。 
2-9 地域住民提案型のパイロット

事業の実施 
下記 3-3 参照。 

2-10 パイロット事業のモニタリ

ング・郡教育事務所への報告 
学校委員会、父会、母会の月次レポート、月 2 回の

DEO による学校訪問の報告が、GEO、プロジェクト

専門家チームに提出される。 
 
成果（アウトプット）3：学校関係者（校長・教員等）の学校運営能力が育成される。 

3-1 校長・教頭など学校運営管理者

への学校運営、女子教育促進など

の技術研修 

2 年次には学校長研修を 3 郡で試行。3 年次は全 6 郡、

59 校を対象に学校長研修を実施。 

3-2 対象学校内での学校改善委員 2004 年 9 月時点で学校委員会は設置済み。 
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会の設置  

3-3 学校委員会による学校提案型

のパイロット活動の立案 

3-4 学校提案型のパイロット活動

の実施・モニタリング・報告 

本活動は上記 2-7 と 2-8 と同様の活動である。 

3-5 活動 3-4 で立案された学校提

案型のパイロット事業を実施す

る。 

59 校すべてにおいて学校改善計画が実施されてい

る。 

3-6 学校提案型のパイロット事

業の進捗状況を適宜モニターし、

学校委員会の代表者は定期的に

DEO へ報告する（報告書の作成）
 

上記 2-10 参照。 

 

 

３－３ 成果達成状況 

 成果（アウトプット）、プロジェクト目標の達成状況は以下のとおりである。それぞれの

指標については PDM（添付資料 1 ANNEX 5）を参照。 

 

３－３－１ 成果（アウトプット）の達成状況 

 各アウトプットが対象とする主要ステークホールダーの「能力」を確認したうえで、各

アウトプットの達成状況を PDM0 上に設定された指標に基づきレビューした。 

 

成果（アウトプット）1： タイズ州の地方教育行政能力が育成される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 プロジェクトでは、DEO の資質に関しての自己評価表（ 低 1～ 高 5）を作成している。

下表を用いた 2006 年の評価結果によれば、ほとんどすべての DEO メンバーが以下枠内に

示したカテゴリーすべてに 高得点である 5 をつけている。プロジェクト専門家チームは、

今後はこうした自己評価結果と併せて、自己評価表を用いた個別の面談を行うことによっ

てより正確な評価を行うことを検討している。GEO の資質に関しての同様の自己評価表に

ついても今後作成する予定である。 

成果（アウトプット）1のもとでの「能力」の定義  

 “地方教育行政能力”は、タイズ州で初めて導入された BRIDGE プロジェクトサイクルを
運営する能力である。 

 タイズ州教育局（GEO）に求められている能力は、郡教育事務所（DEO）を対象とした研修
やワークショップの企画、予算確保、プロポーザルの承認、資金配賦と資金使途・進捗報
告書を承認することである。 

 DEO に対して求められる能力は、校長、学校委員会を対象とした研修やワークショップの
企画、学校改善計画策定と実施のために学校委員会を支援し、学校訪問を通じたモニタリ
ング、学校委員会から提出された活動・資金使途報告書の妥当性を精査することである。

- 14 -



  

 

 

 

 

 

 

 

 

以下に、PDM0 に設定された指標に基づく実績を示す。これらの指標は、活動指標であり

定量的な指標でもある。本アウトプットのもとで多くの活動が実施されているものの、そ

れらがアウトプット（タイズ州の地方教育行政能力の育成）の発現にどの程度つながって

いるか、また本アウトプットが対象とする地方教育行政官（GEO や DEO）の能力向上がど

の程度であるかなどは既存の指標を見る限り明確ではない。これまでのプロジェクト実施

においては、プロジェクト専門家チームによる日常的な支援のもとで各活動が順調になさ

れていた。プロジェクト終了後の自立発展性を確立するために、今後は、基本的には活動

を GEO や DEO に任せ、専門家チームは必要に応じタイミングを見計らって 小限の支援

をしていくという支援の変更が必要であろう。 

DEO の「資質」に関する自己評価のカテゴリー 

(a) チームワーク、 (b) リーダーシップ、(c) ネットワーク、(d) 資源動員、 (e) 学校支援のため

の知識と能力、 (f)パイロット校との連絡、(g) 個人的成熟度、(h) 業務への熱意、 (i) プレゼン

テーション能力  
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成果（アウトプット） 2：基礎教育改善事業への地域住民参画が活性化される。 

 

 

 

 

プロジェクトは 4 つの基準からなる「コミュニティ参加」に関する評価表を作成して、

コミュニティ参加の促進具合をモニタリングしている。下記評価表を用いて 2006 年に DEO

が実施した評価結果によると、パイロット校の約 90%において、コミュニティリーダーが

                                                        
2本指標は、PDM0 に合わせている。 

指標 実績 
1. GEO、DEO 教育行政官への

技術研修の実施回数と参加人

数 

 

日程 内容 参加人数 
2005 年 7 月 31
日～8 月 2 日 
2005 年 8 月 7
日～9 日  
2005 年 9 月 7
日 

TOT（計画、実

施、促進）  
18 人の DEO 職員

（各郡より 3 人） 

2006 年 7 月 8
日～9 日 

2006 年 9 月 27
日  

2006 年 11 月 11
日 

2006 年 12 月 4
日  

2007 年 1 月 23
日～24 日 

2007 年 3 月 3
日～4 日 

2007 年 6 月 12
日～13 日 

 
 
月次ミーティン

グと TOT（計画）
 

 
 
各ミーティングにつ

き約 25 人の GEO と

DEO の職員  
 

2. 学校、DEO、GEO 間で実施

された活動数2 
〔1 年次〕学校パイロット活動として合計 227 活動が承認、

実施。 
〔2 年次〕学校パイロット活動として、合計 256 活動が承認、

実施。DEO の活動として、学校オープンデーを 3 郡で実施、

コミュニティ啓発活動を残り 3 郡で実施。 
〔3 年次〕学校活動の承認期にあたるため活動はなし。 

3. 女子教育啓発活動の回数・

参加人数と広報資料配布数 
上記 1-2 参照。 

 (a) コミュニティリーダーが女子教育の重要性を認識する、(b) コミュニティと校長の連携、

(c) コミュニティリーダーによる女性参加促進、 (d) 意思決定における女性の参画 
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女子教育の重要性を認識している（上記枠内(a)）が、コミュニティと校長の協力関係（上

記枠内(b)）と女性参加促進に向けたコミュニティリーダーのイニシアティブ（上記枠内(c)）

についてはパイロット校によって結果はさまざまであること、また、73%以上のパイロット

校において政策決定プロセスにおける女性の参加度が低いことが明らかとなった。  

 

成果（アウトプット）3：学校関係者（校長・教員等）の学校運営能力が育成される。 

 

 

 

 

 

 

 

プロジェクトは、校長のリーダーシップとマネージメント能力の向上の進捗をモニタリ

ングするために、8 つの基準からなる評価表を作成した。2006 年に DEO は下記評価表を用

いて評価を実施したが、評価結果はどの学校もほとんど同じであった。その理由として独

指標 実績 
1. 父会・母会新設数と活動実績 全 59 校で設置済み。2 年次から開始する新規 3 校につい

ても、パイロット活動開始時には設置。 
2. 父会・母会、学校関係者 DEO
へのワークショップの実施回数

と参加人数 

 

日程 内容 参加人数 
2005 年 8
月、9 月、

12 月 

4 種の研修（計画策

定研修、計画実施研

修、ファシリテータ

ー、会計報告書） 

学校委員会メンバ

ー計 336 人 

2006 年７

月 
郡ワークショップ 学校委員会メンバ

ー計 459 人 
2006年12
月 

学校オープンデー 学校職員計 170 人 

2007 年 1
月  

報告書作成ワーク

ショップ 
コミュニティメン

バー計 160 人 

3.  ファシリテーターによる

DEO へのパイロット活動実施報

告書が月間報告（月 1 回）と年間

総合報告（年 1 回）それぞれ提出

される  

1 年次、ファシリテーターからのレポートは、父会、母

会レポートとして提出された。2 年次以降、ファシリテ

ーターの廃止により、該当なし。 

4. 両親・地域住民の女子教育へ

の期待度の上昇 
中間評価時に行ったフォーカス・グループ・インタビュ

ーの結果、両親は女子教育の重要性を認識するようにな

り、学校活動にも活発に参加するようになったことが明

らかになった。 

アウトプット 3にかかる「能力」の定義  

 学校関係者に求められる能力は、学校改善計画の計画・実施の過程において地域住民を巻

き込みながら、学習環境を改善する能力である。 

 学校委員会の委員長が校長の場合には、求められている「能力」は、学校改善計画の計画・

実施とともに、活動進捗報告書と会計報告書作成の準備を含む 
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自の文化的な背景があるとプロジェクト専門家はみている。すなわち、DEO は、評価対象

の学校があるコミュニティの出身であり、校長も同様のコミュニティ出身であるために、

校長に対して客観的な評価をすることは容易ではなく、表面的な評価結果になりやすい、

ということである。 

 

 

 

 

 

 

指標 実績 
1. 学校運営管理者の研修回数と参加

人数 

 
日程 内容 参加者数 
2005 年

8 月、 9
月、12 月

4 種類の研修（学校改善計

画の計画、実施、ファシリ

テーション、会計報告書作

成） 

計 2253 人 

2006 年 1
月 

3 種類の研修（計画、会計

報告書作成、学校長対象の

研修） 

計 784 人 

2007 年 6 
月、7 月

2 種類の研修（学校長対象

と学校委員会対象の計画

策定研修）  

計 590 人 

2. 学校委員会が年 6回以上開催される 月 1 回開催。 
3. 学校と学校教育に対する両親・地域

住民の期待度の上昇 
中間評価時に行ったフォーカス・グループ・インタビ

ューの結果、学校運営には満足しており、父親だけで

なく母親も学校改善計画のための計画と実施プロセス

に活発に参加していることが明らかになった。 
学校運営管理者による DEO へのパイ

ロット活動実施報告書が月間報告（月

1 回）と年間総合報告（年 1 回）それ

ぞれ提出される 

学校長からのレポートはなく、学校委員会からのレポ

ート（通常、学校長は学校委員長またはメンバー）は

提出。 

 

 以下の図 1 は、イエメン側 C/P（教育省、タイズ州教育局、対象郡教育事務所メンバー）

に対する質問票に示された各成果（アウトプット）の達成状況である。回答者数は計 14 人

のうち、地方行政官の能力育成に関する成果（アウトプット）1 については 11 人から回答

が得られたが、成果（アウトプット）2 と 3 については各 7 人と半数にとどまった。これ

は、コミュニティと学校を対象とした成果（アウトプット）2 と 3 については地方行政官

に十分に知られていない可能性を示唆している。実際、現地調査によるインタビューでは

プロジェクト目標は認識していても 3 つの成果（アウトプット）について十分に認識して

いない C/P も少なからず見られた。従って、以下の調査結果については、その信頼性が確

保されているとは言い難いが、参考までに紹介しておく。 

 「校長のリーダーシップとマネージメント」の基準  

(a) コミュニティとの協働、(b) 校長としての自覚、(c) 問題解決能力、(d) 新しいリソースの活

用、(e) 勤務態度、(f) リーダーシップ、(g) 教育の質向上のための支援、(h) 連絡係としての役

割 
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図 1  各成果（アウトプット）の達成状況に関する C/P の見解 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果によれば、イエメン側 C/P は 3 つの成果（アウトプット）とともに、少なくと

もある程度は達成していると見なしていることがわかる。質問票の対象となった行政官（教

育省を含む）は、彼らに も関係の深い成果（アウトプット）1 の達成度について、約 63%

がほとんど達成していると答えており、既に達成していると答えた者をあわせると 90%に

上る。この質問に対して専門家チームの見解は「ある程度は達成されている」にとどまる。 

 

３－３－２ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：タイズ州の対象郡において、女子教育促進に有効な地域住民・学校

主体の地方教育行政モデルが開発される。 

以下に、PDM0 に設定された指標に基づく実績を示す。これらの指標に基づく限りにおい

ては、プロジェクトはその目標達成に向けて順調に進捗しているといえる。こうした状況

は、プロジェクト専門家とイエメン側 C/P に対して実施した質問票の回答（上図 1）にも表

われている。 

 

指標 実績 

1. タイズ州の女子教育推進ガイ

ドラインの完成 

2007 年 8 月末 ドラフトガイドラインの完成（州教育局に

よる BRIDGE 運営ガイドラインとして）すでにガイドライ

ンを用いて、来年度 BRIDGE 予算準備を開始。 
2008 年 11 月 ガイドラインを完成する予定。 

2．パイロット校における G6 の男

子生徒 1 人に対する女子生徒の比

率 

Grade 6 において 0.42 (2004 年 9 月)、0.46 (2005 年 9 月)、0.53 
(2006 年 9 月)。 
男子生徒 1 人に対する G1-G6 の女子生徒の比率は、2005
年の 0.75 から 2006 年には 0.85、さら 2007 年には 0.86 に

順調に上昇している。 プロジェクトでは、2007 年より各

パイロット校、各対象校にターゲットを設定し、データの
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0%0%

71%

29%

Very much

To a fair extent

Not so much

 Not at all

収集を行っている。 

 

下図 2 は、プロジェクト終了までにプロジェクト目標が達成する見込みについて、質問

票の回答に示されたイエメン側 C/P（教育省、タイズ州教育局、対象郡教育事務所メンバー）

の見解である。約 3 割の C/P はプロジェクト期間内のプロジェクト目標の達成は確実であ

ると予測しており、これはプロジェクト専門家チームの予測と一致する。残りの C/P もプ

ロジェクト目標は達成する見込みであるとみなしている。 

 

 

図 2 プロジェクト目標達成の見込みに関する C/P の予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４ 評価 5 項目による評価 

３－４－１ 妥当性 

上位目標とプロジェクト目標は、イエメンの教育政策、日本の援助政策、現地ニーズに

照らし合わせて現在でも整合性が認められる。  

（１）イエメン国家政策との整合性 

2005 年に実施された本プロジェクトの事前評価以降も、教育はイエメン国家政策である

第 3 次貧困削減戦略文書（PRSP）と戦略的ビジョン（Strategic Vision 2025）において優先分

野である。特に、基礎教育開発戦略（BEDS）に明記されている教育セクターの課題は、① 

初等教育（G1－G6）の完全修了および中等教育までの教育（G1-G9）への就学率 90％の達

成、② 特に、僻地における女子就学率の増加、③ 教育の質の改善、④ 地方レベルと国家

レベルでの組織強化、⑤ 内部効率性の強化である。 

本プロジェクトは、特にコミュニティのニーズに焦点を置くことで就学率における男女

格差を解消し、コミュニティと学校や地方行政官とのパートナーシップを拡大することに

貢献するものである。BEDS の 8 つのコンポーネント、① 教員研修とガイダンス（teacher 

training and guidance）、② カリキュラム開発と評価（curriculum and evaluation）、③ 学校運

見込み高い 

ある程度 

 

見込い低い 

見込みなし
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営（ school administration）、④  教育財政（education funding）、⑤  教育の地方分権化

（decentralization of education）、⑥ 女子教育(Girls’Education)、⑦ 学校施設の建設 (school 

building)、⑧ 教育へのコミュニティの参加（community participation in education）、のうち、

本プロジェクトは、特に③、⑤、⑥、⑧に貢献するものである。 

タイズ州版 BEDS の策定状況は、事前評価時から進んでおらず今もドラフトのままであ

る。タイズ州版 BEDS は国家 BEDS に沿ったものであることから、本プロジェクトのプロ

ジェクト目標「タイズ州において女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地方教育行

政モデルが開発される」は、イエメン教育政策や優先分野に整合しているといってよい。 

 

（２）日本の援助政策との整合性 

上位目標とプロジェクト目標は、日本の教育セクターの援助政策である「成長のための

基礎教育イニシアティブ」（Basic Education for Growth Initiative:BEGIN）に照らし合わせて妥

当である。BEGIN に示されている 3 つの重要分野、① 教育へのアクセスの拡大、② 教育

の質の改善、③ マネージメントの改善－のうち、本プロジェクトは、地方教育行政官の能

力強化を通じて教育へのアクセスの拡大に貢献しようとするものである。またプロジェク

トは基礎教育を 重点分野とし、人間の安全保障やジェンダーに配慮する日本の対イエメ

ン ODA 政策とも整合している。JICA の対イエメン援助方針をみると、教育セクターの重

点は基礎教育分野に置かれており、地方教育行政官の能力強化と学校運営の改善を通じて

教育のアクセスの拡大と質の改善を目的とした支援を行うとされていることから、本プロ

ジェクトはこうした方針と一致しているといえる。  

 

（３）現地ニーズとの整合性: 

質問票と関係者へのインタビュー調査の結果、本プロジェクトは現時点においても対象

郡のニーズに対応するものであることが明らかとなった。GEO から入手した 2006-2007 年

のタイズ州における初等・中等学校就学率に関する統計はそうした調査結果を実証するも

のである（添付資料 1 ミニッツ 本文 15 頁を参照）。本プロジェクトが開始されて以降、

対象郡における女子の就学者数は増加傾向にあるが、2006-2007 年においても男女格差が依

然として大きいことがわかる。 
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（４）プロジェクトデザインの適切性 

プロジェクト目標の達成から上位目標に至るシナリオに論理的な飛躍がみられる。プロジェクト目

標のターゲットはタイズ州内の対象 6 郡であるが、上位目標はタイズ州全体をターゲットとしている。

両者間のギャップを埋めるためには、現在の外部条件では不十分で、BRIDGE モデルがタイズ州対象

郡の非パイロット校やタイズ州の非対象郡に普及される必要がある。PDM0 に描かれたシナリオは、

プロジェクト終了後に GEO が、プロジェクト期間中に作成されたガイドラインを活用して開発され

たモデルを、州内に普及していくというものであるようにもみられるが、もしそうであれば現在のプ

ロジェクト目標の指標はそうしたシナリオを正確に示しているとはいえない。現在のプロジェクト目

標の指標は、「タイズ州において女子教育を促進するためのガイドラインが完成する」とされており、

指標の情報源が「女教育促進のためのガイドラインが印刷されている（印刷されたガイドライン）」

とされていることは、（ガイドラインの質に十分な配慮をすることなく）ガイドラインが完成するこ

とそのものがプロジェクト目標であるとプロジェクト関係者に誤解を招く要因となる可能性がある。

この場合には冒頭でのシナリオはプロジェクトによる支援が十分に反映されていないことになる。従

って、プロジェクト目標達成から上位目標に至るシナリオを理論的に適切なものとするには、現在の

プロジェクト目標の指標を、ガイドラインの質を評価する指標および GEO が完成したガイドライン

を活用して BRIDGE に関する各業務を実施する能力を習得しているかどうかを評価する指標に変更

する必要がある。 

PDM0 上の 3 つの成果（アウトプット）は、BRIDGE モデルに必要な三者（地方教育行政官、学校、

コミュニティ）への支援を正確に示しているといえるが、各成果（アウトプット）と活動の関係整理

が不十分な部分があった。活動に関していえば、事前評価時に設定した活動のうち、現在の状況に照

らし合わせて適切でないもの、また、これまでのプロジェクト実施のプロセスにおいては、PDM 上

には設定されていない活動でも、プロジェクト目標と上位目標の間にみられるギャップを埋める活動

（普及のための活動）も必要に応じて実施している。 

 

３－４－２ 有効性 

プロジェクトによるインターベンションは、女子教育促進に向けて主要関係者を動員することに成

功していると考えられる。さらに、計画策定から評価（報告書作成）までのマネージメント・サイク

ルから成るマネージメントのツールをタイズ州に初めて導入したことの意義は大きい。  

前述したとおり、質問票による調査結果は、プロジェクト関係者（プロジェクト専門家やイエメン

側 C/P）のほとんどがプロジェクト終了時までにプロジェクト目標である「タイズ州の対象郡におい

て、女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地方教育行政モデルが開発される」が達成できると

予測していることを示している。一方で、BRIDGE モデルの解釈（特に行政機能の強化に関する認識）

や開発されたモデルが、有効であるとみなされる条件に関して主要関係者間では明確に共有されてい

なかった。しかし、この 2 点については評価調査団が既存資料や関係者へのインタビューの結果を考

慮してドラフトを作成、プロジェクト専門家チームに提案して以下のとおり 終的に合意した。 

（１）BRIDGEモデルの定義 プロジェクト目標に示されているBRIDGEモデルの定義を「school-based 

management with community participation which is managed, administrated and facilitated by local education 

officers to increase access of girls to basic education (G1-G9)」（女子の基礎教育就学促進を目的とし、地

方教育行政官が推進する地域住民参加型学校運営）とし、こうした定義とともに、モデルの構成要素

として以下の 3 つをプロジェクト専門家チームに提案し合意を得た。これらは後にイエメン側とも共
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有・合意されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「BRIDGE モデルが開発された」と評価される条件 

＜BRIDGE モデルは開発されたか?＞ 

上記の 3 つの要素を含むモデルが開発された時、「BRIDGE モデルは開発された」といってよい。

こうした基準に従って、現在のモデル開発の状況を既存資料やインタビューなどを通じてレビュー 

した結果、BRIDGE モデルはほぼ開発されているとみなされる。 

 

（ア）対象郡のすべてのパイロット校には学校委員会、父会、母会が設立され、学校とコミュニティ

との間のコミュニケーションが活発化している。 

 

（イ）郡教育事務所 （DEO）の教育行政官は、BRIDGE 実施に関する役割と責任を認識しており、

プロジェクト専門家チームの支援を得て現場（学校・コミュニティ）と州教育局（GEO）を

結ぶ機能を果たしつつある。今後は、 近になって再構成された GEO チームの能力開発にと

どまらず、GEO の組織的な能力を育成・強化していくことが課題となる。 

 

（ウ）多くの主要関係者（GEO、DEO、学校、コミュニティ）は、一連のマネージメント・サイク

ルを特徴とする BRIDGE 実施を理解している。 

 

（エ）全 59 パイロット校は、コミュニティ、とりわけ啓発活動に感化された母親の活発な参加を通

じて、学校改善計画（2007-2008 年）を開始している。今調査中に訪問した学校でインタビュ

ーを行った学校委員会、父会、母会のメンバーらはいずれも、女子教育促進という共通の目標

達成に向けて学校とコミュニティとの関係は良好であると答えている。女子の就学者数に関し

て入手できたデータには女子就学者数の増加がみられることから、こうしたインタビュー結果

を裏付けるものとなっている。 

 

＜開発されたモデルは効果的なモデルであるか?＞ 

PDM0 には、プロジェクト目標達成をはかる指標として、「タイズ州の女子教育促進ガイドライン

の完成」と「パイロット校における G6 の男子生徒 1 人に対する女子生徒の比率」が設定されている。

これら 2 つの指標に照らし合わせれば、プロジェクト終了までにプロジェクト目標の達成度は高いと

いえる。 

しかしながら、プロジェクト目標の達成はこれらの指標を満たしているだけでは十分とはいえず、

「BRIDGE モデル」の 3つのコンポーネント 

a)  啓発活動を伴ったブロック・グラント（小規模事業資金）で実施する学校改善計画 

b) ボトムアップによる学校とコミュニティを結ぶ仕組み  

c)  プロジェクトサイクル（計画から評価）に基づいた学校改善計画を支援する地方教

育行政官 

- 24 -



  

開発されたモデルが有効であってこそプロジェクト目標が達成されたといえると調査団は判断した。

そして、モデルの有効性を評価するための指標として 2 つの指標をプロジェクト専門家に提案し、同

意を得た。一つは、ガイドラインの質を評価するものであり、もう一つは、GEO が開発されたガイ

ドラインを使用して BRIDGE を独自に実施できる能力を評価するものである。以上の提案は、先述

したとおり、PDM0 上に描かれたシナリオであり、プロジェクト終了後には開発されたガイドライン

を用いて非パイロット校や非対象郡にモデルを普及する、とのシナリオを考慮してのものである。す

なわち、PDM0 では、プロジェクト目標は州内の 6 郡のみを網羅するものであるが、上位目標はタイ

ズ州全 23 郡を網羅するものであることから、プロジェクト目標を達成するためには、現在のパイロ

ット 59 校のみならず 6 郡内全校にモデルが普及する必要がある。同様に、上位目標を達成するため

には、タイズ州内の全校にモデルが普及する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下に、新たに調査団が提案した、プロジェクト目標の達成度を評価するための 2 つの指標に基づ

いて、中間評価時のプロジェクト目標の達成度を評価した結果を示す。 

 

（３）ガイドラインの質の評価 

時間的制約のなかで、レビューの対象は、GEO 向けのドラフトガイドラインとこれまでに作成さ

れ 終的なガイドラインの一部となる DEO 向けと学校向けのマニュアル（各種フォーマットを含む）

と膨大な量になることから、ドラフトガイドラインの質を詳細にレビューすることは避け、ガイドラ

インの質を評価するための大まかな基準あるいは視点を定めるにとどめた。今後、JICA 本部でこれ

らをレビューし、プロジェクト専門家チームに対して内容に関するフィードバックが行われる予定で

ある。 

 

＜GEO はドラフトガイドラインをどのように評価しているか＞ 

 現在の GEO 向けドラフトガイドラインは、GEO 局長との協議を経てプロジェクト専門家チームが

作成したもので、作成過程ににおいて局長や GEO チームのコメントが反映された。GEO チームメン

バーによれば、ドラフトガイドラインの内容は、彼らがこれまでプロジェクト専門家の支援を得なが

ら日常的に実施してきた BRIDGE 実施に関する業務について説明したものであることから、ガイド

ラインを使用して何をどのようにするかについて理解できるという。しかし、本プロジェクト期間中

に開発されたガイドラインを活用してプロジェクト終了後に GEOが BRIDGE モデルを普及させると

いう PDM 上に示されたシナリオを鑑みれば、ガイドラインは、BRIDGE 実施を経験していない現在

の GEO チーム以外の GEO メンバーに対しても分かりやすく説明される必要がある。ガイドライン

終版の作成プロセスにおいてはこうした点にも配慮する一方で、彼ら自身の能力の範囲で BRIDGE

を運営できるよう、一連の手続きを必要 低限のものに簡素化していくという観点から、今後のガイ

プロジェクト目標の達成度を評価するための指標  

 女子教育促進のための BRIDGE モデルを実施するためのガイドラインが作成され、主要関係

者によって理解される。 

 GEO が開発されたガイドラインを使用し、BRIDGE モデルの実施を促進することができる。 
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ドライン作成作業を進めていくことも考える必要があろう。こうした点と関連して、現存の DEO・

学校向けマニュアルに含まれている各種フォーマットの見直しも望まれる。 

 

＜ガイドラインには女子教育促進のための効果的なアプローチが紹介されているか＞ 

終版ガイドラインは、現在ドラフト状態である GEO 向けガイドラインに既存の各 DEO 向けと

学校向けの BRIDGE 運営マニュアルを添付したものとなる予定である。さらに、これまでの学校改

善計画を通じて、女子教育促進に効果的であった活動例が紹介される予定である。現存するマニュア

ルで紹介されている活動例は事実関係を紹介するにとどまっているため、 終版では、例えば女子教

育促進の成功事例を幾つか選んで分析したうえで、その成功要因を読み手に分かりやすく解説するな

どの工夫が必要であろう。  

 

＜教育省はドラフトガイドラインをどのように評価しているか＞ 

ドラフトガイドラインは現在のところ教育省と共有されていない。  

 

（４）GEO が BRIDGE プロジェクトを実施する能力に関する評価 

＜GEO の実施体制は安定しているか＞   

 現存の GEO チームは 4 カ月前に再編成されたばかりであり、女子教育局、コミュニティ参加局、

財務局から選ばれた計 4 人で構成される。再編成されたばかりの GEO チームであるが、 近はオー

ナーシップを持って積極的に BRIDGE 実施に参加している様子がプロジェクト専門家チームや GEO

局長によって観察されている。GEO チームの自己評価によれば、彼らが自らで BRIDGE を実施、促

進していくための能力開発は今後の課題であるという点で共通している。GEO 局長も同様の見解を

示している。 

図 2 GEO における BRIDGE 実施体制 

出所：BRIDGE ドラフトガイドライン（2007 年 8 月） 

- 26 -



  

＜GEO は BRIDGE プロジェクトを実施するための予算を確保する能力があるか＞ 

プロジェクトの 3 年次に、GEO はプロジェクト対象 6 郡のパイロット校全 59 校における学校改善

計画実施のために独自予算として YER 320,000 を配分した。これにより、1 校あたりの予算はこれま

での JICA 資金 YER500,000 と合わせて計 YER820,000 となる。当初は、独自予算の配分を 4 年次に

開始する予定であったが、プロジェクトチームによる学校運営のための予算確保の働きかけにより、

1 年早く実施された。さらに、プロジェクト 4 年次にあたる 2008-2009 年の州予算として、州内の 6

郡における約 60 校に学校改善計画実施のための予算を配分することを検討中であるが、その対象郡

と対象校については現在検討中である。これとあわせて研修費も配分する計画である。4 年次には学

校改善計画実施のための JICA 予算は配分されない。 

こうした予算確保の状況を踏まえると、現在のドラフトガイドラインは活動のための十分な予算が

確保されることを前提とした BRIDGE の運営について紹介したものとなっているが、 終的には、

小額の予算、あるいはコミュニティのマッチングファンドによってでも実施が可能である女子教育促

進に効果のある活動の方策を紹介するなどの工夫が必要である。 

 

３－４－３ 効率性 

（１）日本側とイエメン側によるインプット 

日本側の投入は効果的に活用されている。日本人専門家の派遣については、派遣者数、専門分野、

知識・技術レベル、派遣のタイミングと派遣期間すべてにおいて適切であった、というのが日本人専

門家と多くのイエメン側 C/P に共通した見解である。本邦研修はこれまでに一度 2007 年初めに実施

されているが、これについても参加者数、実施のタイミングと研修期間、研修内容、研修で使用され

た教材は適切であるとみなされている。研修に参加した 3 人（GEO 局長、GEO 女子教育局長、教育

省マネージャー）は現在でも現職である。プロジェクト専門家によれば、本邦研修は C/P のプロジェ

クトへのコミットメントとオーナーシップの育成に寄与したという。 

他方、イエメン側インプットに関する評価はさまざまである。イエメン側 C/P の配置についてプロ

ジェクト専門家は、人数は適切であるが彼らの専門レベルや配置のタイミングはそれほど適切であっ

たとはいえないとしている。他方、イエメン側 C/P はイエメン側のインプットは適切であると答えて

いる。費用分担についてもイエメン側 C/P は適切であると評価しているが、イエメン側の費用は極め

て限定的である。事前評価時の R/D ではイエメン側が小額のモニタリング費用を負担すると明記さ

れたが、2007 年にようやく配分されたものの、研修費用については未だ分担されないままである。 

 

（２）日本の他援助スキームとの連携や他援助機関との協力 

プロジェクトは、2 年次より「草の根・人間の安全保障無償資金協力資金」との連携によって、学

校施設の建設面で効率性を高めている。2006 年には、Mawiiyah、Maqbanah、Al-Mokha の 3 郡に校舎

建設支援を実施し、2007 年にも残り 3 郡（Dhubab、Same’ 、Al -Waziiyah）への支援を予定している。 

 他援助機関との協力については、プロジェクトが学校運営の研修マニュアルを作成する際にドイツ

技術協力公社（Deutsche Gesellschaft fur Technische Zusammenarbeit: GTZ）の既存の父会・母会の設立

のためのマニュアルを参考にしたほか 

、2007 年にはユニセフ（United Nations Children’s Funds: UNICEF）と GTZ が 2004 年 6 月に共同で作

成した教員研修マニュアル（Trainer’s Guide for Training Teacher of Grade 1-3）を参考に、契約教員用

の研修用冊子を作成した。 
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（３）能力開発面での効率性 

特に GEO レベルでの能力開発の状況は必ずしも高いとはいえない。その要因として、プロジェク

ト開始後 2 年間は GEO 内の C/P 機関となる部署の業務所掌・分担が流動的であったことや、GEO の

主要 C/P が異動・離任してしまったことが挙げられる。他方、DEO レベルでの能力開発状況は、プ

ロジェクト専門家チームによる OJT や研修を通じて順調に進んでいる。 

 

３－４－４ インパクト 

上位目標 指標 

タイズ州（パイロット 6 郡を含む全 23 郡）に

おいて女子生徒の基礎教育就学率が向上する。

対象郡における G1-G9 の女子生徒の就学率 

 

（１）PDM0 に設定された指標の推移 

PDM0 に設定された指標の観点からは、男子生徒 1 人に対する女子生徒の比率に向上がみられる。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所： 

 

出所：BRIDGE プロジェクトチーム 

        

 

 

 

 

 

 

 

Chart 4-2 Female Enrollment (Male enrollment 100) Provisional
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図 3 郡別による女子生徒の比率（男子を 100 とした場合） 
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図 4 女子児童の就学率（男子児童を 100 とした場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：BRIDGE プロジェクトチーム  

 

 

 

 

なお、上位目標はタイズ州全 23 郡を対象としているが、その指標は 6 郡の就学率のみについて言

及しているため指標について修正が必要である。さらに、後述するように、就学率のデータは入手が

困難であることも判明している。 

 

（２）その他のインパクト 

PDM0 上に設定された現存の指標のほかにインパクトを測るための指標として、調査団は① 対象

郡の非パイロット校や非対象郡への BRIDGE モデルの普及の兆候がみられるか、あるいは GEO は普

及に向けた具体的な計画があるか、② プロジェクトを実施するにあたり、イエメンの政策・戦略あ

るいは他援助機関の活動に影響を与えたか（与えているか）の 2 つの指標を設定した。 

 

ア 非パイロット校・非ターゲット郡へのモデル普及の兆候 

中間評価時点においては、イエメン側の主導でモデルを普及させようとする具体的な計画はみら

れない。しかし、好ましい 2 つの兆候が確認された。一つは、GEO 局長がプロジェクト終了後の

モデル普及について考慮し始めていることである。どの郡を選択するかについてはまだ決定はして

いないが、タイズ州で新たに 6 郡を選択したうえでモデルを普及させようというものである。もう

一つの兆候として、タイズ州副知事が財務省にタイズ州の公立校 700 校に 2008 年から学校運営費

を計上することを要請したことである。  

 

イ 教育省や他援助機関へのプロジェクトの影響 

BRIDGE プロジェクトの成果は教育省に認識されているが、教育省主導による BRIDGE モデル

の普及に関しては具体的な措置は未だとられていない。  

プロジェクトの他援助機関への影響については、主に UNICEF（2007 年よりタイズ州を対象に

したカントリープログラムを開始）と世界銀行がそれぞれのプロジェクトや活動の計画時に

BRIDGE の経験を参考にしたことが各機関へのインタビューで確認された。教育省が世界銀行の支

援で実施している基礎教育開発プロジェクト（Basic Education Development Project） の一つのコン

Figure 4-3 Female Enrollment (Male as 100)
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出所：BRIDGE プロジェクトチーム 
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ポーネントである包括的学校開発（Whole School Development : WSD）プロジェクトは 2 州を対象

に 2008 年に開始され 終的には 10 郡に拡大される予定である。このプロジェクトの形成が開始さ

れたのは BRIDGE 開始よりも先であるが、BRIDGE プロジェクトのコミュニティ参加や学校運営

面での成功を分析して、WSD プロジェクトの形成に反映させている。 

UNICEF がタイズ州の 3 郡で実施している「子どもにやさしい学校プロジェクト」（Child-friendly 

School Project）の一つのコンポーネントである教員研修の対象とする契約教員の選定基準は、

BRIDGE が定めた選定基準を採用している。 

  

（３）予期しなかったインパクト 

予期しなかったインパクトとしてプロジェクトチームより調査団に以下のとおり報告されている。 

 

ア BRIDGE プロジェクトの開始前には閉鎖されていた近隣の学校が BRIDGE プロジェクトの開

始後に再開された。 

イ BRIDGE プロジェクトの開始後に、幾つかのパイロット校の校舎が地方議会の資金で建設され

た。  

ウ BRIDGE プロジェクトでトレーニングされた DEO の郡教育行政官は、現在 WSD プロジェク

トのファシリテーターを担当している。これは、プロジェクト専門家のリクエストに教育省が

応えたものである。 

 

（４）ネガティブなインパクト 

 中間評価時点においてネガティブなインパクトは報告あるいは確認されていない。 

 

３－４－５ 自立発展性 

BRIDGE プロジェクトの成果については教育省に認識されており、インタビューではモデルの普

及への意向（希望）も示されたことから、2008 年 11 月にプロジェクトが終了した後も政策的な支援

が続く可能性は高い。2007 年初めに実施された教育省によるタイズ州での評価調査の結果出された

提言には、BRIDGE モデルを他地域に普及させることの必要性が含まれている。 

こうした政策的な自立発展性についての見通しは GEO や DEO とも一致している。しかし、財政

的な支援の可能性は、政策的な支援の可能性ほどは高くない。DEO のインタビューでは、多くの DEO

が、プロジェクト終了後の重要な要素として財政的な自立発展性を指摘した。この点について、

2007-2008 年と 2008-2009 年の BRIDGE 実施のための GEO 予算は確保されているが、それ以降の予

算確保については中間評価時点では未定である。従って、今後のモニタリングとフォローアップが不

可欠であり、それとあわせて、地方議会（多くはパイロット校の父会のメンバー）を対象とした、予

算確保のためのアドボカシー活動を進めることも一案であろう。  

政策的、財政的な自立発展性に共通する問題として、契約職員の待遇が挙げられる。これまでの学

校改善計画実施を通じて、契約教員の雇用が女子の就学者数を増加する も有効な手段であることが

確認されており、今回インタビューを行った多くの関係者の関心は、プロジェクト終了後も契約教員

の雇用が継続するか否かにあった。タイズ GEO は、教育省の支援を得て 2007-2008 年と 2008-2009

年に対象 6 郡のパイロット校において高校卒業資格を持つ契約教員を正規に雇用することを計画し

ている。しかし、その後の予定については今のところ未定である。 
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技術的な自立発展性については、能力開発の進捗状況は関係者によって異なる。GEO チームは、

プロジェクト終了後に BRIDGE モデルを普及していく役割を担うものの、再編成から間もないため

今後 も重点が置かれる必要がある。      

他方、DEO と学校委員会のメンバーは、BRIDGE のマネージメント・サイクルの各業務に関する

基本的な知識とスキルを習得していると自己評価しているが、インタビューを行った全員が各業務の

中でも計画の部分については今後強化する必要があると感じている。プロジェクト専門家チームによ

れば、GEO チームに対しては今後さらなる研修が必要であるが、DEO の中には既に十分なレベルの

知識とスキルを習得している者も出てきているという。プロジェクト専門家チームは、こうした DEO

を非パイロット校へのモデルの普及のためのリソースパーソンとして有効活用することを検討中で

ある。 

BRIDGE 実施における関係者の役割と責任については（下図 5 参照）プロジェクト残り期間、各関

係者の能力開発の進捗状況を十分にモニタリングするとともに、こうした主要関係者を活用してプロ

ジェクト終了後に BRIDGE モデルを普及する具体的な方策や計画を立てることが期待される。 

 

図 5  BRIDGE 実施における主要関係者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－５ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

（ア）プロジェクト専門家がイエメン側 C/P に対してきめ細かい支援を行っており、両者が良好な

 報告

学校改善計画を策定 /実

施するために学校委員会

を支援 

 学校改善計画の

策定/実施、報告書

の作成（計画から

評価まで） 

プロポーザルに基づく小規模事業資金の実施 

DEO に対する研修/ワークショップの計画、 

予算確保、プロポーザルの承認、資金配賦、

資金使途/進捗報告書の承認 

 
 

フィードバック 

  モニタリングと評価

州教育局 

 郡
*DEC (ファシリテーター/管理者 

学校/コミュニティ

(実施者 ) 

教育省

学校委員会

父会 母会 

- 31 -



  

協力関係を築いていること。 

（イ）プロジェクト開始時からの州教育局長のプロジェクトに対する強いコミットメントと州副知

事の継続的な支援を得られていること。 

（ウ）プロジェクトの進捗状況をモニタリングするさまざまな活動がプロジェクトの活動に盛り込

まれているため、適時にモニタリングとフォローアップを行うことが可能であること。 

 

３－６ 問題点と問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

ア 本プロジェクトを開始するにあたり、BRIDGE モデルが具体的に示すもの（関係者のそれぞ 

 れの役割や、地方教育行政官の関与の仕方）が、関係者間で明確に共有されていなかった。 

イ 事前評価時に作成された PDM は成果（アウトプット）と活動の関係整理が不十分な部分が 

あり、これがプロジェクト実施に影響を及ぼしたと思われるような以下の問題点がある。 

ウ 活動を活動計画レベルに細かく落としているが、適切な成果（アウトプット）の下に必要な 

活動が整理されていないなど、理論構成上の混乱がみられる。 

エ プロジェクト目標の意図するところが指標で明確に表されていないことで、プロジェクトが 

目指す 終的な成果について関係者間で共通の認識を持つことが難しかったと考えられる。例え

ば、プロジェクト目標指標の 1 つが活動指標（ガイドラインの作成）であり、情報源が「印刷さ

れたガイドライン」とされていることで、ガイドライン作成プロセスにおいてガイドラインの質

の確保への配慮が十分になされなかった可能性はある。 

オ アウトプット指標（11 指標）のうち、指標は定量的指標であり、しかも多くが活動指標に 

なっている。主要関係者の能力開発を測る定性的な指標がなかったために、プロジェクト期間 

 にわたり活動を実施することに重点が置かれたという一方で、能力開発の重要性が必ずしもす 

べての関係者に認識されてこなかった可能性がある。 

 

(２） 実施プロセスに関すること 

ア 本件は業務実施型であり、プロジェクト専門家は業務指示書に基づいて業務を行っていた 

PDM はプロジェクト実施やモニタリングのツールとして積極的に活用されていなかった。 

イ プロジェクト開始から 2 年間は、GEO 内の C/P となる部署の業務所掌・分担が流動的であ 

ったことや、GEO の主要 C/P の異動・離任があったことが GEO の能力強化に影響を及ぼした。 

 

３－７ PDM の改訂 

評価調査団は、これまでの評価結果を踏まえてプロジェクト専門家チームと協議し、PDM の修正

を行った。事前評価時に作成された PDM （PDM0）と修正版 PDM （PDM1）（添付資料 1 ミニッツ

ANNEX 6）を比較しての主な変更点は以下のとおりである。 

 

（１）指標 

プロジェクトの焦点を主要関係者の能力開発に置くために、上位目標、プロジェクト目標、成果（ア

ウトプット）の指標を、これまでの定量的な指標から定性的な指標に変更する。 
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（２）上位目標 

記述を「タイズ州における女子の就学率が向上する」から「タイズ州における基礎教育への女子生

徒のアクセスが増加する」に変更した。就学率のデータを得るために必要な人口データが何年間も更

新されておらず、データの入手が困難であると判断されたためである。 

（３）成果（アウトプット） 

PMD0 には含まれていないがこれまで実施してきた（あるいは今後実施予定の）活動を PDM に明

記する必要があるものの、理論上現存の 3 つの成果（アウトプット）と活動の関係整理が不十分なこ

とから、新たに成果（アウトプット）4 として「BRIDGE モデルをパイロット校や対象郡以外に普及

するための活動が開始される」を追加した。  

 

（４）活動 

活動を以下の点から再整理した。 

（ア）現状に照らし合わせてもはや適切でないと判断される活動を削除した（例：1-5, 2-9, 2-10

等）。 

（イ）PDM0 には含まれていないがこれまでの実施プロセスにおいて必要に応じて実施していた

活動を追加した。具体的には成果（アウトプット）4 のものに整理されたモデル普及に向け

た活動である。 

（ウ）PDM（PDM0）において 3 つの成果（アウトプット）のそれぞれの成果（アウトプット）

のもとに設定された活動のうち、理論上不適切な成果（アウトプット）のもとに設定されて

いない活動については、適切な成果（アウトプット）のもとに活動を整理し直した。 

 

（５）外部条件 

（ア）プロジェクト目標と上位目標との間の理論上の飛躍を埋めるため、「BRIDGE モデルがタ

イズ州内に普及される」を追加した。 

（イ）今後のプロジェクトの自立発展性の鍵となる C/P の GEO の能力開発がなされるための外

部条件として、「トレーニングされた GEO チームが C/P としてとどまる」を追加した。 

 

３－８ 結論 

BRIDGE モデルの開発は進捗しており、モデルの主要なコンポーネントとなる啓発活動を伴ったボ

トムアップの参加型アプローチは女子教育の就学促進に有効である。対象校 59 校においては、女子

教育の就学促進という共通ゴールに向けて、コミュニティメンバーを直接巻き込んで、地域の教育ニ

ーズや優先分野を特定する参加型の計画プロセスが順調に導入されていると結論付けられる。 

その一方で、プロジェクト目標の達成のためには、重要な成果（アウトプット）である GEO の能

力開発が大きな課題として残されている。とりわけ、主要 C/P の異動･離任の理由により、GEO の能

力強化に影響を及ぼした。学校レベルでの BRIDGE モデルの実施促進については、モニタリング活

動などの OJT を通して、DEO に求められる技術レベルがある程度強化されてきている。財政面にお

いては、GEO により、プロジェクト 3 年次における対象校の学校改善計画の実施支援のための予算

が確保されたが、持続的な財源確保は今後の課題である。 

現在まで、BRIDGE は、専門家チームの入念な技術支援のもとに実施されてきた。BRIDGE がイエ
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メン側の C/P に引き継がれ、タイズ州のその他の地域にも普及していくためには、GEO の組織強化

と段階的な引き継ぎ戦略が不可欠であり、そのプロセスで、イエメン側の能力、オーナーシップ、イ

ニシアティブが強化されることが期待される。 

また、ガイドラインの 終版が、BRIDGE モデルの普及のための実践的なツールとして機能するた

めの質を確保することが肝要であり、現段階で作成済みの草案については、とりわけ、「明確さ」、「適

切さ」、「使いやすさ」の面から中味を再確認し、修正を加えていく必要がある。 
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第４章 提言と教訓 

 

４－１ 提言 

今般の評価調査の結果を踏まえ、残りの協力期間に取り組むべき課題に関する提言を行い、ミニッ

ツに取りまとめた。その内容は以下のとおり。 

 

（１）BRIDGE モデル推進のための GEO の組織強化 

ア 中核となる人材の強化を通じた組織基盤の確立 

専門家チームによる GEO への技術支援を強化するとともに、プロジェクトの実施プロセスにお

ける C/P の関与やコミットメントを一層向上させることが肝要。C/P 人材がプロジェクト実施に主

体的にかかわることにより、専門家チームは、C/P チーム、とりわけ新規に任命された人員の能力

開発に対して、より効果的に技術支援を提供することが可能となる。 

中核人材のチームワークが醸成された後には、それぞれの関連部署からさらなる人材を BRIDGE

の実施に巻き込んでいくことにより、BRIDGE 実施の組織的基盤を一層強固なものとしていくこと

が期待される。 

  

イ BRIDGE をイエメンの制度や仕組みに統合していくための戦略計画の策定 

プロジェクトによる技術支援や蓄積された知見、経験が、GEO 自身の教育開発への取り組みの

強化に 大限に生かされるためには、GEO が主体となって戦略を策定することが重要である。こ

れに基づいて、プロジェクト実施にかかわるタスクや活動も、GEO の通常の活動計画にしっかり

と組み込まれる必要がある。 

このプロセスの推進の一環として、BRIDGE による経験や教訓がより多くの GEO 関係者により、

ワークショップや研修を通じて共有されること、このような活動が C/P の中核人材により推進され

ることが望ましい。それらの活動は GEO で実施される通常のトレーニングやワークショップの一

環として実施することも可能であり、専門家チームは必要に応じて適切な技術支援を提供すること

が望まれる 

 

ウ オペレーションにかかる予算の確保 

BRIDGE 実施において、GEO や DEO レベルの C/P の関与を 大限に促していくためには、オペ

レーションにかかる予算確保（モニタリングのための交通費等）が重要となる。現時点においては、

オペレーションコストはプロジェクトが負担しているが、将来的には、モニタリング活動など

BRIDGE 実施のために必要なコストについては、イエメン政府側の年間計画に組み込み、適切な予

算を確保していくことが望まれる。 

 

（２）GEO と DEO における役割・責任分担の明確化と協働体制の構築 

BRIDGE モデルの実践を効果的に推進し、自立発展性を確保するためには、GEO と DEO の役割・

責任の分担を明確にし、協働体制を構築していくことが重要となる。そのためには、DEO と GEO が

相互補完的な関係を構築していけるよう、ガイドライン 終版に含まれる両者の役割や責任範囲に重

複がないよう留意する必要がある。 
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（３）ガイドラインの質の確保 

プロジェクト残り期間における専門家チームの主要なタスクとして、ガイドラインの 終版の作成

が挙げられる。BRIDGE の実施と普及において、ガイドラインが効果的で機能するツールとして活用

されるよう、プロジェクトチームは、ガイドラインの質の確保に取り組むことが肝要。ガイドライン

の使いやすさ、明確さ、中味の適正さは、プロジェクトで達成された成果（アウトプット）に関する

自立発展性の担保のための鍵となる。3 年次の実施プロセスでは、マニュアルやフォーマットを含め

たガイドラインドラフト版を C/P が実際に活用し、BRIDGE モデルを運用する計画であるが、その実

践結果を反映し、 終版を取りまとめるにあたって、以下の 3 点に関する改定を含める必要がある。 

 

・女子による基礎教育へのアクセス改善という BRIDGE モデルの目的が明確に関係者に共有

されるよう、また、これまでの実証調査を通して、この目的に対する有効性が確認された主要

な活動の計画・実施が推進されるよう、ドラフト版第 2 章、11 頁に示されている学校改善計

画書の構成（案）を論理面から再検討のうえ、以下の案を参考に修正する。 

 

・ 基礎的学校データを学校改善計画に含める必要情報とし、そのフォーマットを含める。 

・ DEO による学校改善計画の審査・実施モニタリングの内容に、学校データの収集と確認プ

ロセスを反映させる。 

 

これらに加えて、以下の視点からもレビューを行うことが求められる。 

・ 関係者が外部からの技術支援なしに BRIDGE の実施運営を円滑に行うために、それぞれに求

められる能力の定義、役割、責任、必要な手続きが明確に示されているか。 

・ 女子教育推進に役立つアプローチを効果的に適用していくための基本的な要素が適切に説明

されているか。 

・ グッドプラクティスにおける成功要因が活用しやすい形式で紹介されているか。 

なお、 終ドラフト版を他ドナーや教育省関係機関と広く共有し、関係者からの意見を 終版に適

切に反映させることにより、汎用性を高めることが望ましい。 

（４）学校データ収集、確認、分析におけるボトムアップメカニズムの重視 

ガイドラインでは、教室と教員の確保を重視することが明記されている。従って、BRIDGE の実施

の各サイクル（計画から評価）において、現場のニーズを審査するにあたって、学校基本データの収

集、確認、分析を適正に行うためのメカニズムの強化が重要であることを適切に強調する必要がある。

女子による基礎教育への 

アクセス改善 

コミュニティに対する啓発 

 (必要な活動および投入)  

教育の質改善 

(必要な活動および投入)  

施設整備・拡充（(教室、トイレ等)

(必要な活動および投入)  
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そのためには、ガイドラインとこれに付随するモニタリングツールやフォーマット（学校改善計画等）

にも反映され、これらが活用されるための適切な方向付けが行われることが望まれる。 

イエメンの教育分野において、現場と中央の情報ギャップを埋めるためのメカニズムが不在あるい

は機能していないことから、BRIDGE の実践を通じて示されたボトムアップデータ収集・確認メカニ

ズムの有効性や実現可能性について、明確に文書化し、教育省や他ドナーとも広く共有していくこと

が重要である。 

 

（５）BRIDGE モデルの今後の普及に向けた共通のビジョンと戦略の共有 

現在まで、JCC に代わるモニタリングの手段として、年次評価セミナーを実施し、これを通して主

要な関係者により BRIDGE の活動進捗状況が適切に確認されてきた。しかし、R/D で確認された形

の JCC を 3 年次終了時に実施し、MOE、GEO、DEO の主要な関係者を交えて、プロジェクトの全体

的な実施プロセスにかかわる主要な課題について話し合う機会を確保することは、プロジェクトにと

って有益であると考える。とりわけ、BRIDGE モデルの今後の普及に向けた課題について、3 年次終

了時に、関係者間で十分に協議し、その結果を MOE と GEO で合意し、プロジェクトにより達成さ

れる成果（アウトプット）の自立発展性を確保していくための共通ビジョンや戦略を共有、確立して

いくことが肝要である。 

さらに、今般修正、合意された PDM1 がプロジェクト実施やモニタリングのための共通のツール

として関係者の間で活用されることにより、目標達成に向けて、プロジェクトが適切に運営されるこ

とが望まれる。 

 

（６）契約教員に関する課題 

ア 契約教員の継続性 

  本プロジェクトの対象校は、タイズ州においても も状況の悪い僻地に所在するが、このような

地域の女子教育の推進にかかわる も重要な課題の一つとして、教員不足が挙げられている。この

課題の重要性を勘案して、BRIDGE で支給されている学校配賦金により雇用されている契約教員に

ついては、プロジェクト終了後も引き続き雇用が確保されるよう、イエメン政府により代替策が講

じられることが望まれる。同時に、コミュニティで雇用された契約教員の質について 低限のレベ

ルが維持されるよう、GEO は必要とされる研修機会を確保することが肝要である。 

 

イ 遠隔地における教員配置のための代替案の探求 

条件の悪い遠隔地域にあるコミュニティにおいては、中央政府によるトップダウン方式の教員配

置を機能させるには大きな困難を伴うが、このようなコミュニティには、現場で教員を見つけ出し、

雇用、管理していく能力があることがプロジェクトの実施を通して実証された。イエメン政府は、

説得性、有効性の高い事例の蓄積に基づいて、遠隔地域における教員配備のために、学校が管理す

る配賦金を活用した代替的な手段を模索していくことが期待される。 

 これに関連して、既に言及したボトムアップ方式による学校基本データの収集・確認メカニズムが

重視され、強化されていくことが必要である。そうすることにより、中央政府は、GEO を通じて、

学校レベルで収集される実際のデータに基づいて、現状のニーズを分析し、必要な予算を計上する

ことが可能となり、データに基づいた公平な資源分配の確保・強化が期待できる。 
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４－２ 教訓 

（１）プロジェクト活動から得られた教訓 

ア 地元教員の雇用の重要性 

一般的に、女子の就学を促すためには、女性教員を雇用することが有効であると考えられるが、タ

イズ州僻地の学校においては、必ずしも女性の教員でなく、地元出身の男性教員であっても、コミ

ュニティから歓迎され、女子教育推進に貢献していることが明らかとなった。 

 

イ 啓発活動の学校改善計画への統合 

コミュニティレベルにおいて啓発活動を実施することにより、学校や女子教育に対する母会・父会

の認識を変えることにつながっている。これらの啓発活動は、単発的に実施するのではなく、学校

改善計画の中に位置づけて実施することにより、より大きな効果を発揮すると考えられる。 

 

（２）案件形成・運営管理への教訓 

ア 「モデル開発」を目的としたプロジェクトの案件形成時における留意点 

本案件では、プロジェクト対象校に学校配賦金（School Block Grant）を支給することを前提とした

プロジェクト設計となっているが、これは分権化の中で一部の予算権限を学校に移譲するという方向

性を踏まえてなされたものである。案件開始時においては、教育省もしくはタイズ州教育局がその予

算を確保する具体的な見込みは立っていなかった一方、地方教育行政のモデルの開発と並行して学校

運営のための予算確保の働きかけを行っていった。このような働きかけもあり、教育省は学校運営資

金として、来年度（2008/09 年度）から生徒 1 人あたり 300 リアルを全国の学校に支給することを政

策として決定し、またタイズ州教育局も州内 700 校に対して別途、学校運営資金を確保する方策を立

てている。「モデル」を開発することをプロジェクト目標に掲げる場合には、案件形成時から、開発

するモデルの自立発展性を慎重に確認しておく必要がある。 

 

イ プロジェクト運営における PDM の活用 

PDM はプロジェクト実施者（日本側）だけが使用するものではなく、先方 C/P ともにプロジェク

ト実施・モニタリングの過程において活用されるものであるが、本案件においては、PDM がプロジ

ェクト実施やモニタリングのツールとして使用されていなかった。また、PDM は現地語（本案件の

場合にはアラビア語）に翻訳しておく必要があるが、PDM0 バージョンは英語で作成され、見直しが

行われないまま、プロジェクトは 2 年以上実施されていた。今回の中間評価調査において改訂した

PDM1 バージョンはアラビア語に翻訳し、M/M の協議において先方と合意したが、今後 PDM がプロ

ジェクト運営のツールとして適切に使用されることを確認していく必要がある。 
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